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平成２８年度 林業試験場研究課題一覧 
 

推進項目 中項目 小課題 課題名 期間 担当 Ｐ 

 

(1) 

地域の特

性に応じ

た森林づ

くり及び

みどり環

境の充実 

 

ア 

豊かな道

民生活の

ための森

林機能の

高度発揮 

①森林の公

益的機能の

発揮のため

の研究開発 

人工林の保残伐がもたらす生態系サービスを大規模実証実験で明らかにする 

（森林総合研究所主管） 
25-29 機能 G 3 

防風林が飼料作物の収量に及ぼす影響の評価 26-28 環境 G 4 

北海道太平洋沿岸の海霧を考慮した気候的乾湿度に対する海浜樹木の環境応答 26-28 環境 G 6 

グイマツ海岸林の密度管理図および地位指数曲線の作成 27-29 環境 G 7 

海岸防災林の力学モデルと成長モデルを組み合わせた津波抵抗性の評価 27-29 道南支場 8 

GIS を活用した森林機能評価および区分手法の開発 27-29 機能 G 9 

カシワ海岸林の密度管理図の作成と天然林構造を目標とした管理手法の検討 28-30 環境 G 10 

地中レーダーを活用した樹木の植栽基盤診断高度化への検討 28 環境 G 11 

林内機械作業による土壌・植生への攪乱とその持続性の解明 

（森林総合研究所主管） 
28-31 環境 G 13 

酸性雨モニタリング（土壌・植生）調査 28-32 経営 G 14 

量的・質的研究アプローチによる知的障 者のための森林教育活動に関する研究 28-30 道東支場 15 

②生物多様

性に配慮し

た豊かな森

林を保全・維

持するため

の研究開発 

森林管理と連携したエゾシカの個体数管理手法に関する研究 

（環境科学研究センター主管） 
24-28 保護 G 16 

分子データに基づくハバチ類幼虫の同定（国立科学博物館主管） 25-28 副場長 17 

トドマツ根株腐朽被害地における次世代造成技術の開発 26-28 保護 G 18 

情報化学物質によるカラマツヤツバキクイムシのモニタリング技術の開発 26-28 保護 G 19 

北方林における攪乱後の主要樹種の成長と死亡：長期ストレスとしての個体間競争の

影響 
26-28 経営 G 20 

森林内におけるエゾシカ捕獲のための効果的な給餌手法の確立 27-29 保護 G 21 

食葉性昆虫の大規模食害による失葉に対する樹木の応答－成長と木質形成への影響－

（北海道大学主管） 
27-29 経営 G 22 

獣害防止ネットにおける耐積雪性に関する研究 27-30 保護 G 23 

保残伐施業が伐採直後の鳥類群集に与える影響の解明と植生変化の把握 28-31 保護 G 24 

保残伐による森林景観の持続的管理手法の提案 28-29 保護 G 25 

森林被害評価にもとづく日本型シカ管理体制構築に関する研究 28-31 保護 G 26 

イ 

生活環境

の向上の

ためのみ

どり資源

の活用 

③身近なみ

どり資源の

活用のため

の研究開発 

北海道ブランドとなる“たらの芽” 生産用タラノキの選抜とクローン増殖技術の開発 

【農村集落における生活環境の創出と産業振興に向けた対策手法の構築（中央農試主管）】 
27-31 緑化 G 27 

薬用系機能性樹木の生産効率化手法の開発（森林総合研究所主管） 27-28 緑化 G 28 

石炭露天堀り跡地の初期成長促進を図る木本緑化技術の向上 25-29 緑化 G 29 

樹木内部欠陥を非破壊測定する装置の開発 27-29 緑化 G 30 

少花粉シラカンバのブランド化に向けた特性調査 28-32 緑化 G 31 

未知の絶滅危惧ジンチョウゲ科植物の分類学的検討と保護対策に関する研究 28-29 緑化 G 32 

防腐薬剤処理木材を使った道路構造物の予防保全に関する研究（林産試主管） 28-30 緑化 G 33 
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推進項目 中項目 小課題 課題名 期間 担当 Ｐ 

(2) 

林業の健

全な発展

と森林資

源の循環

利用の推

進 

 

ア 

森林資源

の充実と

持続的な

森林経営

による林

業の振興 

④資源管理

の高度化の

ための研究

開発 

アカエゾマツ人工林の間伐シミュレーションソフトウェアの開発 26-28 経営 G 34 

道南地域における人工林施業支援ツールの開発 26-28 道南支場 35 

天然更新したカラマツ・トドマツ幼樹の成長を促す施業方法の開発 26-29 道東支場 37 

道産カンバ類の高付加価値用途への技術開発（林産試主管） 27-29 経営 G 38 

天然生林における単木・林分レベルの成長予測技術の高度化 28-31 経営 G 39 

⑤林業経営

の持続的な

発展のため

の研究開発 

林業用優良種子の安定確保に向けた採種園整備指針の策定 26-28 経営 G 40 

グイマツ雑種Ｆ1挿し木増殖率の向上に関する研究 26-28 経営 G 41 

地域・産業特性に応じたエネルギーの分散型利用モデルの構築（北総研主管） 26-30 経営 G 42 

カラマツ・トドマツ育苗期における環境ストレス耐性の評価 27-29 経営 G 43 

千島系・樺太系グイマツの系統的ルーツの解明と育種利用の評価 27-29 経営 G 44 

成熟化するトドマツ人工林材の用途適性評価と利用技術開発（林産試主管） 26-28 経営 G 45 

クリーンラーチ若齢採種園の成長と着花に及ぼす施肥の効果検証 28-32 経営 G 46 

森林経営の効率化のための崩壊リスクを考慮した路網管理手法の提示 28-31 道南支場 47 

苗木需要量の増加に対応したコンテナ苗生産・植栽システムの開発 28-30 経営 G 48 

優良苗の安定供給と下刈り省力化による一貫作業システム体系の開発 

（森林総合研究所主管） 
28-30 経営 G 49 

カラマツ種苗の安定供給のための技術開発（森林総合研究所主管） 28-30 経営 G 50 

気候変動の影響緩和を目指した北方針葉樹の環境適応ゲノミクス（東京大学主管） 28-31 経営 G 51 

道北地域における有用広葉樹の効率的な人工造林手法の開発 28-30 道北支場 52 

 

 

            ＊太字は２８年度から始まった新規課題 
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地：道有林空知管理区241～249林班
トドマツ人工林、天然生広葉樹林小流域

（流域面積10ha前後）
伐採方法：皆伐、広葉樹少量（10本/ha）保残、

中量（50本/ha）保残、大量（100本/ha）保残

保残伐施業前後の調査項目
1.水土保全サービス：水量、水質、底生動物相
2.虫害抑制サービス：害虫の天敵生息状況
3.山菜供給サービス：山菜の現存量変化

近年、木材生産と生物多様性の両立をめざす森林管理法として、保残伐＊（retention harvesting）が世界的
に導入されており、これは生態系サービス（生態系が人間にもたらす利益、公益的機能など）を損なわないよ
うに森林を管理することを目標としている。日本では1,000 万ha の人工林が主伐期を迎え、国産材の有効活
用を図るために、このような伐採方法の開発が必要になっており、北海道ではトドマツ人工林の伐採、管理手
法が求められている。そこで，トドマツ人工林で保残伐実験を行い、伐採前後５年間での生態系サービス（具
体的には水土保全、虫害抑制、山菜の供給）の変化を明らかにする。
＊本研究では保残方法として、トドマツ林内に混生する広葉樹を残したり、トドマツを群状に残すなどの施業を行う。

人工林の保残伐がもたらす生態系サービスを

大規模実証実験で明らかにする
担当G：森林環境部機能G、森林資源部保護G

共同研究機関：（国研）森林総合研究所北海道支所、北海道大学

研究期間：平成25年度～29年度 区分：公募型研究

（森林環境部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・長坂 有ら(2017)トドマツ人工林の保残伐施業試験地（REFRESH）における伐採1年後の水質変化．第128回日本森林学会大会 鹿児島

1．水土保全サービス
１）伐採前後の流量変化

流量の連続観測を実施している流域（皆伐、中量保残、大量保残、非伐採）で、伐採前・伐採後それぞれ
1年間の水流出率（年流出量／年降水量）を比較した。非伐採流域（対照）の流出率変化の割合を１とする
と、施業を行ったすべての流域で流出率が増加し、その変化は皆伐流域で最も大きかった。（図-1）。
２）伐採前後の水質（窒素負荷量）変化

平水時・出水時の硝酸態窒素（NO3-N）濃度と採水時流量の関係式を用いて年間窒素負荷量を算出し、
これを流域面積で除した比負荷量により、各流域の伐採前後の変化を比較した。伐採後，保残の程度にかか
わらず比負荷量は2.2～2.5倍となり、保残伐といえども主伐であり、皆伐と比較して水環境への影響が小
さくはないことを示唆した。

2．虫害抑制サービス
粘土製のダミーイモムシを使い鳥類の捕食効果を調べたが、捕食率と保残方法との明確な関係は見られな

かった。

３．山菜供給サービス
自動撮影カメラの設置により車両の通行状況を調べたところ、 5月下旬～6月上旬の利用が多く、年に約

1600台の入林があった。また、直接聞き取りにより，山菜の種類や供給状況を確認した。

図-1 各流域における水流出率の変化割合
（対照区の変化を1とする）

研究方法（調査地概要や調査方法）

図-2 各流域における伐採前後のNO3-N比負荷量
（負荷量は30分ごとの流量と濃度の積を時間積算し，年間負荷量を算出）
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・伐採前：2014年5月15日～2015年5月14日 伐採後：2015年10月25日～2016年10月24日
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地：✓ 新冠牧場（新ひだか町）内の
牧草地および飼料用トウモロコシ圃場

（３列の耕地防風林に隣接）
✓ 別海町内の牧草地

（幅約180ｍの幹線防風林に隣接）

方法：微気象観測、収量調査、生育調査
測定項目：

✓ 防風林風下の風向風速・気温・地温・日射量
✓ 牧草・飼料用トウモロコシの乾物重量・草丈
✓ 飼料用トウモロコシの葉数・葉面積

北海道における飼料自給率向上を目的とした防風林の維持や造成を促進させるため、防風林が飼料作物の収
量に及ぼす影響を明らかにする。また、防風林からの距離および防風林の林帯構造によって生じる飼料作物の
収量差を明らかにし、増収効果を高める防風林の配置方法および管理技術を提案する。

防風林が飼料作物の収量に及ぼす影響の評価
担当G：森林環境部環境G

協力機関：(独)家畜改良センター新冠牧場、根室振興局森林室

研究期間：平成26年度～28年度 区分：経常研究

（森林環境部）

飼料用トウモロコシについて、防風林によって風速が低下し地温が上昇した領域では、ドローンを用いて空
撮されたNDVI（正規化植生指数といい、植生の活性度を示す指標）が高く、生育が早まっていた（図1）。
また、収量はばらつきが大きかったが、4年間の結果を平均すると、日陰域で20%減少し、地温上昇域で
5%増加した（図2）。

図1 新ひだかのカラマツ防風林が設置された

トウモロコシ圃場内のNDVI、地温、風速分布

NDVIが高い赤く表示された領域では、

トウモロコシの生育が進んでいる。

牧草については、別海ではいずれの年も主風向において防風林の風下で風上より乾物率（生重量に対する乾
物重量の割合）が高かった。また、防風林の風下で移流霧の進入や葉面への結露が抑制されることが微気象
観測から明らかになった。そのため、根釧地域では収穫後速やかに乾燥させ良質な飼料を生産するために幅
の広い林帯を維持し、霧や露による過度な葉の濡れを防ぐことが有効であると示唆された。

生育初期（2016年5月）の
平均地温 (°C)

地温・風速の測線

地温上昇域では
初期成長促進

主風向から風が吹いたときの
相対風速

2016/6/24に空撮したNDVI分布

防風林からの距離（樹高の倍数）

地温上昇域
5%増加

日陰域
20%減少

4年間の平均

1とする

2013年

2014年

2015年

2016年

主風向

防風林からの距離（樹高の倍数）

図2 新ひだかの圃場内における4年間の

防風林からの距離とトウモロコシ収量の関係

収量は防風林から最も離れた地点を1とした

相対収量で示す。プロットは平均値、バーは

標準偏差。

相対収量

0 0.2
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研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・岩﨑健太・鳥田宏行（2017）防風林による地温上昇効果－日高地域の飼料用トウモロコシ圃場における事例－．光珠内季報182：
11-14
・岩﨑健太（2016）農作物への防風林の効果は古い研究テーマか？—いま改めて求められる防風林研究—, 北海道森づくり研究成果発表
会
・岩﨑健太・鳥田宏行・福地稔・阿部友幸（2017）防風林から牧草地への夜間の暖気流出－北海道東部の格子状防風林における事例－, 
第128回日本森林学会大会

防風林からの距離（樹高の倍数）

相対収量
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作業道

0 10 20 30 40 50 60
0.0
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1.0
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2.0

2.5

経過年数（年）

防風林なしを0とした
圃場平均増収率

（%）

現状維持

皆伐し、更新

半分伐採し、更新

1年目 30年目

農地

皆伐すると、植栽木が小さいときに
増収率低下

圃場側を半分伐採したときに、
日陰域が減少し、増収率上昇

５樹種を含む16林分における風速測定結果から、林帯構造（葉面積密度・林帯幅）と風速分布の関係式を作
成した。これに既存の微気象モデルや作物モデルを改良して組み合わせることにより、飼料用トウモロコシ
収量への防風林の影響を任意の地域・年・林帯構造について予測できる簡易なプロセスベースモデルを構築
した。新ひだか町の調査林分において、このモデルから圃場内の収量分布を予測した結果、地温上昇による
増収が日射量低下による減収を上回り、圃場全体で2%増収した（図３）。さらに、このモデルと各樹種の地
位指数曲線を組み合わせることにより、圃場全体の収量を増加させる防風林管理技術を提案できるように
なった（予測事例を図４に示す）。

図3 新ひだかのカラマツ防風林が設置されたトウモロコシ圃場における防風林風下の収量分布の予測値

収量は防風林がない場合を1とした相対収量で示している。

図4 防風林管理方法が圃場平均増収率の経年変化に及ぼす影響の予測

予測は新ひだか町の調査圃場を対象として行った。

日陰域で20%減収し、地温上昇域で5%増収した結果を再現

圃場全体の平均では2%増収

いずれの管理手法でも、
増収率はマイナスにはならない
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研究目的 研究方法

研究成果

◆地域気象の観測：北海道沿岸部に気象観測装置を設置して気候
的乾湿度を推定（石狩・天塩・浜頓別・白糠・浜大樹・新
ひだか・伊達・長万部・江差）

◆カシワの生理生態学的特性の調査：葉の蒸散速度、炭素安定同
位体比、クロロフィル量等の測定

◆土壌の蒸発散量の推定：石狩と白糠に土壌水分計を設置し、土
壌水分動態をモニタリング

◆湿地周辺の土壌水分環境の調査：湿性気候における過湿地土壌
の蒸発散量を推定（長万部）

本研究では、気候変動に対する樹木の応答能力
についての基礎的データを得るため、北海道太平
洋沿岸に特徴的な海霧を考慮に入れた、地理的ス
ケールにおける気候的乾湿に対する海浜生カシワ
の生理学的な応答様式を明らかにすることを目的
とする。

北海道太平洋沿岸の海霧を考慮した

気候的乾湿度に対する海浜樹木の環境応答
担当G：森林環境部環境G

協力機関、研究機関：（国研）森林研究・整備機構 森林総合研究所北海道支所

研究期間：平成２６年度～２８年度 区分：公募型研究

（森林環境部）

調査地
道内のカシワ海岸林9ヵ所に気象観測
機器を設置して気象をモニタリング

石狩・白糠におけるカシワ葉の
気孔コンダクタンス（各10個体）
白糠での値は常に石狩での値より
低いことが分かる

白糠と石狩でのカシワ林縁における
地表の日蒸発散量の違い
相対的に乾燥気候の石狩の方が蒸散
量が多い

δ13Cと蒸発散能λEの関係
湿性環境では葉の蒸散が抑制さ
れるため，δ13Cの値が高くな
ると考えられる
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

林齢が異なるグイマツ林を対象として毎木調査を行
い、密度管理図および地位指数曲線を作成する。
調査地：全道のグイマツ海岸林（林齢10～53年生、
67データ）

密度管理図作成のための基本調査、および地位指数
曲線作成のための樹幹解析（24林分の上層木）
方法：植栽枡面積に応じたプロット内の毎木調査
測定項目：胸高直径、樹高、枝下高

北海道に広く見られるグイマツ海岸林の造成・維持管理指針を提示するため、林齢が異なるグイマツ林の毎木
調査を行い、密度管理図および、地位指数曲線を作成する。また、林分構造と枝の枯上がり高との関係を調査
し、適正密度と耐風性のパラメータの一つとなる樹冠長の関係を評価する。

グイマツ海岸林の密度管理および地位指数曲線の作成
担当G：森林環境部環境G、道南支場

協力機関、研究機関（北海道水産林務部林務局治山課、各総合振興局・振興局林務課）

研究期間：平成27年度～29年度 区分：経常研究

（森林環境部・道南支場）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・真坂ら（2016）北方森林学会，ポスター発表 ・真坂・阿部（2017） 2017年森づくり成果発表会，ポスター発表

１．密度管理図作成のための毎木調査
昨年度までの得られたデータ（n=49）に18林分のデータを加え、計67データから密度管理図を作成した

（図1）。各林分の生枝下高を説明する要因として、上層高Hと林分密度N、林分材積V、それの交互作用を
想定した一般化線形モデルGLMによるモデル選択の結果、Hがもっとも説明力が高い要因となった（図2）。
２．地位指数曲線の作成

樹幹解析による時系列データ（24林分）および上記の毎木調査データから、林齢20年生を基準とする地位
指数曲線群を作成した（図3）。地位指数は汀線からの距離で変わり，同じ距離で比較すると太平洋側＞オ
ホーツク海側＞日本海側の順で大きかった（図4）。

図１ グイマツ海岸林の
密度管理図（暫定版）
最多密度線 V=18928.29N-0.5

図２ 平均生枝下高（HB）と上層高
（H）の関係
HB-H関係には林分密度も影響する.

図３ グイマツ海岸林の
地位指数曲線群（暫定版）
20年生時を基準林齢とする．
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日本海側図４ 地位指数と汀線から
の距離の関係
地域によって大きく変わる.
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研究目的

研究方法

研究成果

力学モデルの改良
方法：根系支持力に関するモデル式の差異が限界

流速（被害が発生するときの流速）に与え
る影響をシミュレーションにより評価した。

立木の被害形態の解析
方法：根系支持力に関するモデル式の差異が立木

の被害形態（幹折れ、根返り）に与える影
響をシミュレーションにより評価した。

海岸林が防潮機能を高度に発揮するには、まず津波に対して頑強な林であり、かつどのような管理計画を立案
すれば、それが実現するのかを明らかにする必要がある。 そこで本研究では、林の津波に対する力学モデル
と成長モデルを組み合わせ、管理計画の違いが成長過程における津波抵抗性に与える影響を明らかにし、津波
抵抗性の高い海岸林を構築するための管理計画に資することを目的とする。

海岸防災林の力学的モデルと成長モデルを

組み合わせた津波抵抗性の評価
担当G：道南支場

研究期間：平成２７年度～２９年度 区分：公募型研究

（道南支場）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）

第65回北方森林学会

図１ 限界流速の比較例
三沢市クロマツ海岸林の調査林分2カ所における各立木の計算例。右図：平均樹高：18.1m、平均胸高
直径：22.6cm、浸水深：10m、左図：平均樹高：7.9m、平均胸高直径：8.8 cm、浸水深：4m

立木の引き倒し試験から得られたデータ2事
例（三沢、江差）をもとに、根返り抵抗モーメ
ントに関する回帰式を材積指標（D2H）と胸高
直径Dのべき乗式により求めて限界流速を計算
した結果、限界流速は、2事例とも材積指標に
よる場合の方が、べき乗式による場合よりも高
くなった（図１）。また、べき乗式による被害
形態は、根返りしやすい特徴があった（図
２）。

図２ 被害形態の比較
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地等について
調査地：道央地域
使用データ：森林調査簿、地形データ等

調査項目
１．木材生産機能維持増進林分の評価手法の開発
２．生物多様性保全および水源涵養機能の評価方法の開発
３．森林機能区分の表示手法の開発

目的 森林の多面的機能のうち、木材等生産機能、生物多様性保全機能、水源涵養機能について評価手法を開
発するとともに、GISを利用した森林機能区分の表示システムを開発する。

GISを活用した森林機能評価および区分手法の開発
担当G：森林環境部機能G ・森林資源部経営G

研究期間：平成27年度～29年度 区分：経常研究

（森林環境部）

図1 美唄市民有林を対象に実施した機能評価の結果。
左：小班ごとに予測したトドマツの地位指数。この地域は地位17-18と比較的よい立地が多いことを示し、地位18以

上の地位の高い小班は標高が低く平坦な地区に分布するという結果を得た。
中：標高、傾斜、疎密度、針広混交率、ササの種類等のGISデータを使用して予測した林床植生の多様性の指標（種

の豊富さを表す「Gleason’s formula」を用いたもの）。緑色が多様性が高い小班、黄色－橙－赤に向かうにつ
れ低くなると予測された小班を表す。

右：北海道森林機能評価基準を用い、小班毎に水源涵養機能の値を算出したもの。100点からの減点によって表さ
れ、色が濃いものほど減点されておらず機能が高いことを表している。

１．木材生産機能維持増進林分の評価手法の開発
トドマツの地位指数推定式を用いて、美唄市民有林の地位指数を小班単位で推定した（図１左）。

２．生物多様性保全および水源涵養機能の評価方法の開発
標高、傾斜、疎密度、針広混交率、ササの種類等のGISデータを使用して、美唄市民有林を対象として林

小班単位で林床植生の多様性を予測し、GIS上での表示形式を検討した（図1中）。また、「北海道森林機
能評価基準（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/srk/hyouka/standard/index.htm）」の水土保全機
能の評価方法を用い、美唄市民有林を対象として林小班ごとの評価を行い、GIS上での表示形式を検討した。
（図1右） 。
３．森林機能区分の表示手法の開発

昨年度一部の市町村に対して実施した聞き取り調査から、機能区分は市町村における森林管理の基本的な
指針を反映しているとの情報を得たことから、市町村により木材等生産を重視するか、公益的機能を重視す
るかといった特徴の違いがあるのかどうかを民有林GISのデータを用いて解析した。小班ごとに指定された
「森林の区分」を自治体ごとに面積集計し、自治体間の類似度を算出したところ5グループに分けられた。
この結果は、「森林の区分」は市町村における森林管理の基本的な指針を反映したものとする昨年度の聞き
取り調査の内容に概ね沿うものと考えられたため、新たに開発する機能評価方法によって得られた結果を地
域に提供する際の留意点と考えられた。

地位指数 林床植生の多様性 水源かん養
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地：留萌・オホーツク・檜山・十勝管内の
カシワ海岸防災林
（人工林４８箇所、天然林４箇所）

方法：①約10×20ｍ方形区の毎木調査 ②樹幹解析
測定項目：①胸高直径、樹高、枝下高

②円盤採取、年輪幅・数の計測

本研究では北海道のカシワ海岸林の造成・維持管理の指針を提示するため、カシワ海岸林の密度管理図およ
び地位指数曲線を作成する。海岸林管理者が排水工など適切な改良工事の導入を図れるように、地位指数に
よって生育環境を評価できるようにする。また、人工林を高齢天然林のもつ構造へ誘導する密度管理手法※を
検討する。

カシワ海岸林の密度管理図の作成と天然林構造を

目標とした管理手法の検討
担当G：森林環境部環境G

協力機関：北海道水産林務部林務局治山課、各総合振興局・振興局林務課

研究期間：平成２８年度～３０年度 区分：経常研究

（森林環境部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・真坂一彦・阿部友幸（2017）除間伐試験結果に基づく海岸林の密度管理方法の提案．平成29年北海道森づくり研究成果発表会．
（ポスター発表）

「引用等の著作権法上認められた行為を除き、林業試験場の許可なく引用、転載及び複製はできない」

※「天然林のもつ構造へ誘導する密度管理手法」を検討する理由：
海岸防災林としての最適な林分構造は現段階においては未知であり、次善の誘導目標として天然林の構造が適切と考えられたため。

林分としての防災機能を向上させるには林冠を鬱閉させる必要があるが、これには本数密度が高い方が有利である。しかし個々の
樹木の健全性を向上させるには幹を太くして頑丈にし、かつ樹冠を大きくさせなければならないが、これには本数密度が低い方が有
利となる。このように林分としての防災機能と個々の樹木の健全性の同時追求は二律背反となり、両者をバランスする最適な林分構
造は研究段階にあり未知である。この段階で密度管理の目標を設定するならば、飛来塩分や強風、濃霧（低温、日照不足、過湿が付
随）などに耐え、長期間安定して森林状態を維持してきた実績のあるカシワ天然林の構造が手本の一つとして有望と考えられた。

図２ カシワの地位指数曲線群（暫定版）
基準林齢は20年生とした

図１ カシワの密度管理図（暫定版）
カシワ海岸人工林データ（●）で作成
◆：カシワ海岸天然林

密度管理図と地位指数曲線を試作した。今後はデータ数を増やし、図表の正確度と頑健性を高める。
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地：長万部町内の海岸林２林分
新ひだか町内の内陸防風林1林分
美唄市内の内陸防風林３林分
士幌町内の内陸防風林１林分
当別町内の牧野跡地における植栽試験地

調査方法：
• 林内の測線に沿った地中レーダー探査（図１）
• 測線上の数地点における土壌水分計付貫入計

および検土杖を用いた点的な土壌調査
• 樹木の生育調査（樹高・生残等）

環境林では、硬い地盤や過湿といった土壌環境（植栽基盤）の不良を原因とした樹木の枯損や生育不良が生
じやすい。そのため、植栽樹木を正常に生育させるためには、植栽基盤の良否を診断し、不良の場合には土壌
改良などの対策を講じる必要がある。しかし、土壌環境は空間的にばらつきが大きく、不均質であるため、適
切な対策を行うためには、土壌硬度や土壌水分の空間分布を「面的に」捉える技術が必要である。そこで、海
岸砂丘や火山灰土壌など多様な土壌環境をもつ衰退林分と健全林分において、地中レーダー探査を点的な土壌
調査および樹木の生育状況の調査とあわせて行うことにより、様々な土壌環境における植栽基盤診断への地中
レーダー適用の可否を解明する。

地中レーダーを活用した樹木の

植栽基盤診断高度化への検討
担当G：森林環境部環境G

共同研究機関：地質研究所

研究期間：平成28年度 区分：職員奨励研究

（森林環境部）

各調査地点における結果を表1にまとめる。砂地・重粘土地・黒ボク土壌では、全て地中レーダーを適用可
能であり、地下水面や土壌水分の変化点、土壌境界面等を把握できることがわかった。たとえば、レーダー
反射面の上端が土壌水分の変化する深度と概ね一致していたことから、長万部旭浜の海岸林では火山灰層も
しくは緻密な砂層により土壌水分が高くなっている深さを把握でき、一方、新ひだかの牧草地に隣接した防
風林では硬盤によって体積含水率が変化した深さを把握することができた（図２）。さらに、当別町の農耕
地跡の植林地では、土壌改良方法が異なる3試験区（盛土・天地返し・無処理）間の表層付近における硬い元
地盤が反映した土壌水分の違いも把握することができた（図３）。それに対し、地中レーダーによる植栽基
盤診断が困難と判断された土壌環境は、泥炭地および礫質な土壌であった。泥炭地（美唄）では浅い深度で
電磁波が減衰し、礫質な土壌（士幌）では礫により強い反射が生じたため、土壌水分や土壌境界に関する情
報を読み取れなかった。

調査地 林の種類 土壌 樹木生育状況 地中レーダー探査結果

長万部
（豊野）

海岸林 砂 砂丘下部で不良 地下水面を把握可能

長万部
（旭浜）

海岸林
砂
埋没火山灰

不良
埋没火山灰や緻密な砂層による体積含水率の境界
面を検出可能

新ひだか 防風林 黒ボク 良好 深さ30-60cmの体積含水率の境界面を検出可能

当別
牧野跡地
への植林

重粘土
畝上げ・天地返し
で無処理より良好

試験区（畝上げ・天地返し・無処理）間の深さ0-
30cmにおける体積含水率の差を検出可能
畝上げ区では、盛土と元地盤の境界を検出可能

美唄 防風林 泥炭
3林分のうち
1林分で不良

浅い深さで減衰し、適用困難

士幌 防風林
黒ボク
礫層混じり

良好 礫で反射し、適用困難

表1. 各調査地における地中レーダー探査の結果
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研究成果の公表（文献紹介や特許など）
岩﨑健太・田村慎・真坂一彦・佐藤弘和・佐藤創・山川陽祐・小杉賢一朗（2016）土壌水分計付貫入計と地中レーダーを用いた海岸林
の植栽基盤診断, 日本応用地質学会北海道支部・北海道応用地質研究会合同研究発表会

図2 長万部旭浜(a)と新ひだか(b)における地中レーダー探査および土壌水分計付貫入計による調査の結果

長万部旭浜の結果には、検土杖調査から得られた火山灰層および緻密な砂層の深さもあわせて示す。
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他の試験区より
体積含水率が

高かった

表層の含水率が低い
天地返し・畝上げでは
レーダーの減衰が
小さかった

図3 当別における地中レーダー探査および土壌水分計付貫入計による調査の結果

凡例は図1と同じ。

進行方向

電磁波を
送信

反射波を
受信

地盤（土壌）

・土層境界
・土壌の状態
（水分・凍結）

・埋設物・空洞

反射波が変化

図1 地中レーダー探査の概要
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地１：2016年に間伐されたトドマツ人工林内
に作設された森林作業道

調査地２：2012～2015年に間伐が行われた
トドマツ人工林において毎年作設された
森林作業道（４区間）

調査方法等
道路作設後の経過年数による土壌物理性（硬度）
の回復過程を評価する

測定方法：動的コーン貫入試験器
測定項目：Nc値（土壌硬度指標）※

林業作業用車両の走行インパクトの持続性と、土質や植生相の異なる地域への適用について焦点をあて、車
両機械の走行による土壌締固めからの回復過程の詳細を解明し、侵入した非森林性植物種が増加を続けるかを
検証する。林業試験場では、従来の研究では捉えられなかった（走行後１～４年間同一作業道の経年変化を追
う試験地１と作設時期が異なる作業道で比較する試験地２）における土壌締固めからの回復過程を解明する。

林内機械作業による土壌・植生への攪乱とその持続性の解明
担当G：森林環境部環境G

共同研究機関： （国研）森林研究・整備機構 森林総合研究所（主管）

研究期間：平成２８年度～３１年度 区分：公募型研究

（森林環境部）

■深さ0.3mでは、平成27年度（作設後１年経過）と平成26年度（２年経過）作設区間
の中央値は同じであったが、平成25年度（３年経過）から平成24年度（４年経過）と
経過年数が経つにつれ減少し、対照区間の中央値に近づいた（図－２）。

■深さ0.1mと0.2mでは、平成25年度区間の中央値がそれぞれ最も高かったため、作設
年数の経過による明瞭な減少傾向はみられなかった。

■ただし、平成25年度区間の記録を除けば、深さ0.1mと0.2mでも作設後の経過年数と
ともに対照区の中央値に近づく傾向がみられた。

■深さ0.3mでは、平成27年度（作設後１年経過）と平成26年度（２年経過）作設区間
の中央値は同じであったが、平成25年度（３年経過）から平成24年度（４年経過）と
経過年数が経つにつれ減少し、対照区間の中央値に近づいた（図－２）。

■深さ0.1mと0.2mでは、平成25年度区間の中央値がそれぞれ最も高かったため、作設
年数の経過による明瞭な減少傾向はみられなかった。

■ただし、平成25年度区間の記録を除けば、深さ0.1mと0.2mでも作設後の経過年数と
ともに対照区の中央値に近づく傾向がみられた。

継続調査
を行う

試験地１

■この作業道では、グラップル付きユンボ・ハーベスタが10回以上走行した。
■作業道作設前のNc値では、表層0.1mでも根の伸長が阻害されるといわれる値（ Nc

＝５）を超える箇所が現れ、石礫等の存在によりNc＞20の箇所も多かった（図－１）。
■作業道作設後もNc値に大きな変化がみられない地点も多かった。
■住宅跡地で作設前の土壌が硬いため、ここでの継続調査は難しいと判断した。

■この作業道では、グラップル付きユンボ・ハーベスタが10回以上走行した。
■作業道作設前のNc値では、表層0.1mでも根の伸長が阻害されるといわれる値（ Nc

＝５）を超える箇所が現れ、石礫等の存在によりNc＞20の箇所も多かった（図－１）。
■作業道作設後もNc値に大きな変化がみられない地点も多かった。
■住宅跡地で作設前の土壌が硬いため、ここでの継続調査は難しいと判断した。

※Nc値：5kgのおもりを50cmから自由落下させたときに、先端のコーンが土中に10cm挿入されるまでの打撃回数

図－1 試験地１における貫入試験結果
灰色のバーは石礫等、緑線は作設前、茶線は作設後を表す
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研究目的

研究方法

研究成果

調査地や材料について
酸性雨モニタリング（土壌・植生）調査地は知床

国立公園および支笏洞爺国立公園内に設定された特
定調査プロット（各地点とも林分数1、土壌プロッ
ト数2、植生プロット数1）。

調査項目や分析方法について
酸性雨モニタリング調査（土壌・植生）

（1．樹木衰退度調査、2．森林総合調査、3．土壌
モニタリング）

本調査は、環境省の「越境大気汚染・酸性雨長期モニタリング計画」に基づき、日本の代表的な森林におけ
る土壌及び森林のベースラインデータの確立及び酸性雨による生態系への影響を早期に把握するため、森林モ
ニタリング（樹木衰退度調査・森林総合調査）および土壌モニタリングを実施することを目的とする。

酸性雨モニタリング（土壌・植生）調査
担当G：森林資源部経営G

共同研究機関：環境科学研究センター、中央農業試験場

協力機関：北海道環境生活部

委託元：環境省

研究期間：平成2８年度～３２年度 区分：道受託研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
平成26年度までの調査結果は環境省ホームページ http://www.env.go.jp/air/acidrain/index.html にて公開されている。

知床国立公園および支笏洞爺国立公園に設定さ
れた特定調査プロット（表-1、図-1）において
下記の調査を実施した。結果は北海道環境生活部
を通じて環境省に報告された。

1．樹木衰退度調査（林業試験場）
知床国立公園および支笏洞爺国立公園のプ

ロット内にある、それぞれ約20本の観察木に
ついて、直径・樹高を測定し、衰退度を記録
した。

2．森林総合調査（林業試験場）
今年度は調査なし。

3．土壌モニタリング（環境科学研究センター、
中央農業試験場）

今年度は調査なし。

表-1 調査地点の概要

知床 支笏洞爺
市区町村 斜里町 札幌市南区
標高（m） 約350 約830
土壌種 褐色森林土 暗色系褐色森林土
林相 天然林 天然林
優占樹種 トドマツ ダケカンバ

図-1 支笏洞爺国立公園内の特定調査プロット
の林相
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地
当麻町・夕張市ほか

調査方法
○障がい者を対象とした森林教育活動の実践
○施設職員による活動評価（アンケート調査）
○重い障がいを持つ人たちの行動観察

目的
森林教育活動の構成要素と評価の関係性・重度者の活動への参加状況・森林での活動によるストレス低減効

果の視座に基づく分析・評価から地域資源としての森林の活用策について提言を行う。

量的・質的研究アプローチによる知的障害者のための

森林教育活動に関する研究
担当G：道東支場

協力機関・研究機関：道内の知的障がい者施設・特別支援学校

研究期間：平成２８年度～３０年度 区分：公募型研究

（道東支場）

１）森林での活動を構成する諸要素と活動への評価の関係性の検討（H28～30年度）
施設職員は森林活動を評価する上で、「活動の雰囲気」「重度者の参加」を重視していた。これらと活動構

成要素との関連性を検討したところ活動の雰囲気では「内容」「場所」「移動の有無」「要求動作」、重度者
の参加では「内容」「場所」「要求動作」「動植物の提示」との関わりが強いことが示唆された（図１）。
２）施設状況に応じた森林活動の試行と評価（H28～30年度）

過去の映像より障がいの重い人たちの活動参加時における行動をＭ－ＡＢＣチェックリスト注１に記載され
ている評価項目等に基づくカテゴリにあてはめ、多変量解析（数量化Ⅲ類）を適用したところ「多動性・衝動
性」「言語使用・参加姿勢」の軸が見出され、参加者は大きく、①能動的で多動性・衝動性が高いグループ、
②受動的で多動性・衝動性が低いグループに大別された（図２）。
３）森林活動のストレス低減効果の検討（H28～30年度）

研究担当者による唾液コルチゾールを指標とした過去の測定では、各被験者の数値からは明確な傾向などは
見出されず、理由として測定器機の性能（測定に要する時間や侵襲性等）が考えられた。こうした課題を軽減
できる器機を用いた測定を２９年度より試みる。

本研究は科学研究費（基盤研究C）（日本学術振興会）の追加採択を受け、平成２８年度末より取り組みを
始めたものである。このため、研究初年度は、研究担当者が過去に取り組んだ研究データの分析を実施した。
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ゲーム

室 内
森 林

個 人
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移動有
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・■ Ａ～Ｄ：施設利用者（男性 20代）
・言語 → 単純反応・単語レベル・短い発声

図１ 雰囲気・重度者への配慮と活動構成要素
（８０事例に数量化Ⅰ類を適用）

図２ 障がいの重い人たちの森林散策時の行動
施設利用者４名の映像データに数量化Ⅲ類を適用）
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地
道有林胆振管理区
道有林釧路管理区

調査方法
植生調査区：各管理区20箇所（10×10m）
調査項目：稚樹密度、食痕率等

エゾシカを森林資源としてとらえ、森林の管理と一体的にエゾシカの個体数管理を推進するため、連携体制の
モデルを構築し、対象森林におけるエゾシカの相対密度把握手法や、エゾシカによる天然林被害評価手法、森
林資源データ等を活用した捕獲適地の抽出手法及び効果的な捕獲技術を確立する。林業試験場では、主に天然
林被害評価手法について担当する。

森林管理と連携したエゾシカの個体数管理手法に関する研究
担当G：森林資源部保護G

共同研究機関：環境科学研究センター（主管）、酪農学園大学

協力機関： 北海道水産林務部、環境生活部、胆振総合振興局森林室、

釧路総合振興局森林室

研究期間：平成24年度～28年度 区分：重点研究

（森林資源部）

研究成果の公表
・特集「森林におけるエゾシカ対策はどこまで進んだか」 北方林業 67: 81-96
・明石信廣 (2016) 森林におけるエゾシカの影響を把握する. 森林科学 79: 14-17

エゾシカ広葉樹の食痕率を稚樹本数の変化の指標として活用でき
ることを明らかにし（図1）、食痕率40％以上では稚樹が減少し、
エゾシカの影響が継続すると稚樹密度5本/100m2以下になること
を示した。

4年間の継続調査において、高さ50cm以上に新たに加わった稚
樹の多くは萌芽であった（図２）。萌芽が成長できるかどうかが、
エゾシカによる強い影響を受けた森林における回復の指標になると
考えられる。

本研究の成果とこれまでの研究成果を統合し、森林管理者向けの
エゾシカに関する調査手法及び捕獲手法に関する手引を作成した
（図３）。

図１ 枝葉の食痕率（樹高50cm以上で高さ150cm以下に枝葉のある
樹木のうち、エゾシカの食痕のある本数割合）と広葉樹稚
樹本数の変化

図３ 森林管理者のためのエゾシカ
調査の手引き
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図２ 調査時点（5月）でエゾシカ
の食害を受けていないシウリ
ザクラの根萌芽（この後10月
までに食害を受けた）
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研究目的

研究方法

研究成果

調査地について等
サンプル収集（美唄市を中心に道内各地）

調査方法等
ハバチ類成虫・幼虫サンプルを収集し、成虫を同

定し、幼虫の形態・生態的特徴を記録する。

食植性昆虫の代表的な一群であるハバチ類について、日本各地で幼虫と成虫の資料を収集し、これまで使わ
れたことがなかった分子生物学的手法を用いて成虫と幼虫の対応関係を確定し、できるだけ多くのハバチ類幼
虫の種の同定を可能にする。

分子データに基づくハバチ類幼虫の同定
担当G：森林資源部

共同研究機関：国立科学博物館

研究期間：平成25年度～28年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）

・Hara, H., 2016. Zootaxa, 4127(3): 537-552.
・Hara, H., 2016. Japanese Journal of Systematic Entomology, 22: 149-153.
・Hara, H. & Shinohara, A., 2017. Bulletin of the National Museum of Nature and Science, Series A, 43: 53-69.
・Shinohara, A., Hara, H., Kramp, K., Blank, S.M. & Kameda, Y., 2017. Zootaxa, 4221(2): 220-232.

全研究期間を通じて約85種を収集し、そのうち25種は幼虫から飼育し特徴や生態を記録した。106種に
ついて分類、生態、被害等に関する知見を学会誌等で公表した。また、林業試験場ホームページ森とみどり
の図鑑、樹木の昆虫において北海道の森林・樹木害虫であるハバチ13種（内7種は初記録）の追加または更
新を行った。

・北海道から新たに記録されたハバチ類害虫（寄主）
ヒメマツハバチMicrodiprion hakusanus（マツ属）
キタマツノミドリハバチNesodiprion kagaensis（マツ属）
シモツケマルハバチApareophora japonica（シモツケ）
アメイロハバチモドキBeleses satonis（サルナシ）
ダケカンバハバチDineura betulivora （ダケカンバ）
タケウチマドハバチEmpria takeuchii（レンゲツツジ）
コブシハバチMegabeleses crassitarsis（モクレン、コブシ）
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研究目的

研究方法

研究成果

１．次世代林の追跡調査
道有林1林分（2000年に68年生

トドマツを皆伐、2002年にトドマ
ツを再造林）で、更新木および被害
木伐根の状態を調査。

トドマツ根株腐朽被害跡地に造成する次世代林では、被害軽減を目標とした施業を行う必要がある。また、
効果的な防除法を提案するためには、被害を起こしている病原菌の種類を明らかにする必要がある。そこで本
研究では、根株腐朽被害跡地における健全な次世代林の育成に資するため、感染拡大を防ぐ手法の開発、樹種
選択の基準となる感受性の確認、および根株腐朽菌の省力的な同定手法の検討を行う。

トドマツ根株腐朽被害地における次世代林造成技術の開発
担当G：森林資源部保護Ｇ

協力機関：十勝総合振興局森林室、北海道森林管理局

研究期間：平成26年度～28年度 区分：経常研究

（森林資源部）

研究成果の公表
・太田祐子ほか（2017）トドマツ人工林腐朽材から分離された腐朽菌相．第128回日本森林学会大会

被害木伐根の間で育つ苗木（2003年）

２．植栽試験、接種試験
被害木伐根16個の周囲に針葉樹

（トドマツ、アカエゾマツ、エゾマ
ツ、カラマツ、グイマツ雑種F1）を
植栽。トドマツ成木に病原菌接種。

3．多地点調査向け手法の提案
伐根調査法および腐朽材採

取法を提案。北海道森林管理
局が調査実施、日本大学に腐
朽材のDNA解析を依頼。

１．次世代林に根株腐朽が伝播、被害木伐根が感染源。病原菌は伐根内で10年以上生残

被害軽減には短伐期化、被害木伐根を対象とした対策（引き抜きや
林内からの除去）、低密度植栽、広葉樹との混交林化が望ましい

マツノネクチタケ被害木の伐根

植栽木 植栽木

被害木伐根（左）と更新木（2014年）

更新木の根の一部が枯死、樹幹にヤニ

２．成木への接種試験では感染せず。植栽試験は継続中

根株腐朽菌の種類を腐朽材から
調べる最新の方法をトドマツで
試すことができた

３． 腐朽菌相解明への手がかりができた

・日本大学の解析により検出された主要な菌種は腐生性。数は少ないが根株腐朽菌（カイメンタケ、ハナビラ
タケ、キンイロアナタケ、レンゲタケ、ミヤマトンビマイなど）、幹腐朽菌（モミサルノコシカケ、ナミダ
タケモドキ、チウロコタケモドキなど）が検出された。

・強制的に接種しても感染しづらいため、接種試験による抵抗性樹種の選抜はかなり困難

長期的な現場データの蓄積が必要

カイメンタケ ハナビラタケ ミヤマトンビマイタケ

・カラマツ類にならたけ病（根株腐朽病）が発生したが、短期間の植栽試験では結果がでにくい

今後の発展に期待
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研究目的

研究方法

研究成果

調査地
●道有林空知管理区の６林分

（35、39、54、56、79、80林班）
●道有林上川南部管理区の３林分

（1、48、52林班）

調査方法
●フェロモンや樹木由来成分を用いたトラップによ

るカラマツヤツバキクイムシの捕獲試験
●野外で使用したフェロモンバッグのフェロモン残存

量について時系列データを取得

カラマツヤツバキクイムシのモニタリングを全道規模で実施するためには、低コストのモニタリング手法の開
発が不可欠である。そこで、高価な薬品である人工合成フェロモンの効率的な利用方法および安価な代替薬品
の利用方法を検討する。

情報化学物質によるカラマツヤツバキクイムシの

モニタリング技術の開発
担当G：森林資源部保護G

協力機関：空知総合振興局森林室、上川総合振興局南部森林室

研究期間：平成26年度～28年度 区分：経常研究

（森林資源部）

図２ 低濃度フェロモンバッグを野外で使用した時の
成分の1日あたりの減少量（エラーバーは標準偏差）

図１ フェロモンバッグを用いたトラップで捕獲さ
れたカラマツヤツバキクイムシの個体数の頻度分布

捕
獲
数
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① 低濃度フェロモンバッグの適性試験（図１）

カラマツ林脇の林道沿いに約2週間設置したトラッ
プで10～150頭程度捕獲できた。トラップによる捕
獲数は多い時で数100頭程度が理想である。多すぎる
と捕獲個体のカウントの労力が大きくなる。また、調
査地のキクイムシ個体群への影響からモニタリング精
度の低下も危惧される。作成したフェロモンバッグは
モニタリングに用いるための要求を満たすことができ
た。

② フェロモンバッグの成分残存率試験（図２）
イプセノールおよびイプスジエノールは、ほぼ一定

の割合で減少した。イプセノール、イプスジエノール
ともに28日後も１～2割残存していた。野外設置後
14～28日の間もキクイムシ誘引効果を確認した。

経過日数

(μg)

低濃度フェロモ
ンバッグを用い
たカラマツヤツ
バキクイムシの
モニタリング手
順書（左図）を
作成した。手順
書は北海道庁に
よるモニタリン
グ事業等で活用
されている。

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・小野寺賢介・德田佐和子（2016）カラマツヤツバキクイムシのモニタリングのためのフェロモントラップの開発．山つくり
No.485：4-5
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地：道有林上川南部管理区214林班
林分概況：ウダイカンバ二次林

（林齢約100年の山火再生林）
試験地の大きさ：0.2ha

調査方法：
・毎木調査：生残状況、胸高直径の測定、

立木の位置測量
・年輪解析：コアの採取、年輪幅の測定

天然生林を構成する樹木の健全な生育の維持に資するため、攪乱（食葉性昆虫による激しい食害）を受けた広
葉樹二次林において、個体レベルの年輪幅の年変動（成長履歴）の推移とそれに影響する要因の抽出を行い、
主要樹種の成長・死亡パターンを明らかにする。

北方林における攪乱後の主要樹種の成長と死亡：

長期ストレスとしての個体間競争の影響
担当G：森林資源部経営G

研究機関：北海道大学北方生物圏フィールド科学研究センター、北海道大学農学部、

千葉大学園芸学部

研究期間：平成26年度～28年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

○主要樹種の年輪幅の年変動に及ぼす要因の抽出

食害を受ける以前からウダイカンバ（Bm）
とミズナラ（Qm）の輪幅指数の時系列変動は
異なるパターンを示した（図1）。この変動は、
異なる時期の気象要因と相関があり、Bmの肥
大成長は、6、7月の日照時間、 7月の降水量
がそれぞれ正、負の相関を示し、 Qmでは、3
月の降水量と正の相関が認められた（図２）

図１ 食葉性昆虫が大発生した広葉樹二次林に
おけるウダイカンバとミズナラの年輪幅指数
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図２ 年輪幅指数と生育当年の月ごとの気象との相関関係
食害前の1978-2010年の気象データを用いて解析。
＊は5%水準で有意を示す。
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Qm_OneCI:ウダイカンバ対象木の周囲に存在する、よりサイズの
大きなミズナラからの局所的な競争効果。
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○攪乱後の主要樹種の成長、死亡発生パターンの解明

図３ 予測された食害後のウダイカンバの死亡確率

＊年輪幅指数：すべての調査個体の年輪幅を標準化

した相対的な値。1＜：成長良好、１＞：成長不良

食害後（2011-2014年）のBmの死亡率
には、個体サイズ、食害以前（2004-2010
年）の競争効果と肥大成長量が影響しており、
胸高直径が小さく、食害前に、より大きなサ
イズのQmからの競争効果をうけ、低成長で
あった個体ほど死亡率が増加した（図３）。
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研究目的

研究方法

研究成果

本研究では、エゾシカを誘引するために有効な餌の種類や効果的な給餌手法を確立し、森林内におけるエゾ
シカ捕獲の効率を高め、誘引捕獲の普及・推進を図ることを目的とする。

森林内におけるエゾシカ捕獲のための

効果的な給餌手法の確立
担当G：森林資源部保護G

協力機関：環境科学研究センター、占冠村、知内町、釧路総合振興局森林室、

（株）ドリームヒル・トムラウシ、（株）シンカン

研究期間：平成27年度～29年度 区分：経常研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・南野一博（2016）エゾシカの誘引餌における嗜好性と地域性。日本哺乳類学会2016年度大会
・南野一博（2016）オミット式カフェテリア法によるエゾシカの嗜好性試験．北方森林研究 64：23-25
・南野一博（2016）飼料穀物4種に対するエゾシカの嗜好性．第127回日本森林学会大会

林業試験場の許可なく引用、転載及び複製はできない。

１）給餌に対する誘引状況の調査
・給餌からシカが誘引餌を食べ始めるまでに要した日数は、1
日～17日（平均約4日）であった。
・月別の出没頻度に明瞭な傾向はみられず（図１）、餌場に
継続的に出没していることが確認された（写真１）。
・餌資源の多い季節であっても給餌によってシカを誘引出来
ることが確認され、冬季以外にも誘引捕獲が出来る可能性が
示唆された。

２）胃内容物分析による食性調査
・三笠で捕獲された個体からは、ササや木本類とともにハイ
イヌガヤの枝葉が多く出現した（図２）。
・浜中の捕獲個体では、ササ以外のグラミノイド（誘引餌と
して用いられていた牧草サイレージも含まれる）の割合が高
く、ササの割合は少なかった。（図２）。

１）給餌に対する誘引状況の調査
試験地：美唄市（光珠内実験林、グリーンプール）
試験期間：2016年6月～11月
目的：誘引までに必要な期間、誘引可能な時期等を

明らかにする。

２）胃内容物分析による捕獲個体の食性解析
調査地：三笠市、浜中町
調査期間：2017年1月～2月（三笠市）、

2016年2月（浜中町）
目的：誘引捕獲によって捕獲された個体の胃内容

物を解析し、捕獲個体の食性などを明らか
にする。

図2 三笠及び浜中で捕獲されたエゾシカの胃内容物の構成比

図１ 餌場（６カ所）におけるエゾシカの出没頻度

写真１ 餌場に集まるエゾシカ

※グラミノイド：イネ科、イグサ科、カヤツリグサ科の総称

※出没頻度：自動撮影カメラの撮影間隔を5分間に設定し、30分以上
撮影間隔が空いた場合、別の出没とした。
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地：カラマツ人工林
（九州大学北海道演習林､足寄町）

30林班、23林班、11林班
林齢 ：47～58年生

方法：年輪解析用の木部試料の採取
カラマツ ： 24個体

測定項目：年輪幅の測定
年代照合
年輪幅指数の算出

激しい食害が報告されているウダイカンバとカラマツを対象に、食害時期、強度の違いが幹の肥大成長と木部
の組織構造に与える影響を明らかにする。

食葉性昆虫の大規模食害による失葉に対する樹木の応答

－成長と木質形成への影響－
担当G：森林資源部経営G

協力機関、研究機関：北海道大学

研究期間：平成27年度～29年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

カラマツの年輪幅指数は林分間で異なり、2014年
と2016年に激害であった林分２、３では、その後、
顕著な成長の落ち込みが認められたのに対し、微害
であった林分１では成長の落ち込みは確認されず
（図１、２） 、年輪幅指数の変動と食害履歴とが
対応していた。

○食害履歴の明らかな立木からの木部試料採取および組織構造の観察、解析

林分１

林分２

林分３

カラマツハラアカハバチによる
食害

年
輪

幅
指

数

図１ 食害履歴が異なるカラマツ人工林（足寄町）に

おける年輪幅指数

2014～2016年の食害状況：

林分１ ：2014～2016に微害

林分２、３ :2014年と2016年に激害、2015年に微害

林分１ 林分２

2016
2015

2014

2013

2mm

図２ 年輪解析に用いたカラマツの木部試料の様子

西暦（年）

＊年輪幅指数：すべての調査個体の年輪幅を標準化

した相対的な値。1＜：成長良好、１＞：成長不良
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研究目的

研究方法

研究成果

試験地：美唄市（林業試験場構内）
石狩市（一般民有林）

試験内容：１）新開発ネットの耐積雪性の検証（美唄市）
２）吊りロープに適した素材の検討（石狩市）

積雪による獣害防止ネットの損傷を抑え、侵入防止柵の耐久性を向上させるため、新たに開発されたネット
の耐積雪性を検証するとともに、積雪に対応した柵の設置方法を検討する。

獣害防止ネットにおける耐積雪性に関する研究
担当G：森林資源部保護G

協力機関：そらち森林組合、サージミヤワキ株式会社

研究期間：平成27年度～３０年度 区分：受託研究

（森林資源部）

図１ 試験地（美唄市）における積雪深

１）新開発ネットの耐積雪性の検証
高強力ポリエチレン繊維を採用した新開発ネットと吊りロープに伸縮性の少ないワイヤーを使用して柵を

設置（写真１）した結果、201６-201７年にかけての積雪条件下（図1）では、支柱間隔（2.5m、4m、
5m）に関係なく、破網などネットの損傷を抑えることが出来た。

２）吊りロープに適した素材の検討
2016-2017年における試験地の積雪深を図2に示す。平成27年度の試験では、積雪荷重を受けてポリエ

チレン製の吊りロープが弛むことでステープルで固定された網糸に荷重が集中し、破網することが確認された
。そこで、ネットを支柱側面に固定せず、吊りロープに伸縮性に富むゴムロープ（写真２）と伸縮の少ないワ
イヤーを使用した結果、ゴムロープでは、破網は確認されなかった。一方、ワイヤーロープでは、ワイヤーの
緊張が十分でなかったことから7スパン中1カ所で支柱上部にかかる網糸の切断が確認された（写真３）。

写真３ ワイヤーロープが弛
んだことで切断した網糸

写真２ 積雪荷重を受けて
伸張したゴムロープ

図２ 試験地（石狩市）における積雪深

写真１ ワイヤーロープと新開発ネットを用いた柵の設置状況

林業試験場の許可なく引用、転載及び複製はできない。
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研究目的

研究方法

研究成果

調査地域：道有林空知管理区225～250林班
実験区：広葉樹単木少量保残区、広葉樹単木中量保

残区、広葉樹単木大量保残区、群状保残区、
人工林皆伐区、受光伐区、広葉樹天然林対
照区、人工林対照区

各実験区は3セット設定（受光伐区のみ2セット）
鳥類調査：テリトリーマッピングによる生息数把握
植栽木の成長調査：植栽木の樹高・生残を調査
保残木の生残調査：保残木の推移を調査

道有林を活用してトドマツ人工林における生物多様性保全や水土保全等の公益的機能の維持増進と効率的な木
材生産を両立させる技術を確立するため、主伐時に一部の樹木を残す保残伐施業に関する大規模実験が開始さ
れている。その施業地において伐採直後の植生変化（下層植生、植栽木、保残木）を把握するとともに、伐採
が鳥類群集に与える影響について明らかにする。

保残伐施業が伐採直後の鳥類群集に

与える影響の解明と植生変化の把握
担当G：森林資源部保護G・経営G

協力機関：北海道水産林務部森林環境局道有林課、空知総合振興局森林室、（国研）森林総合研究所、

北海道大学

研究期間：平成28年度～31年度 区分：経常研究

（森林資源部）

研究成果の公表
雲野明・山浦悠一（2016）保残伐施業（REFRESH）：第2セットまでの伐採前後における鳥類相の比較．日本鳥学会2016年度大会．

保残伐施業が伐採直後の鳥類群集に与える影響の
解明
 伐採翌年の第2セットでは、伐採前の鳥のなわ

ばり数に比べ、皆伐、群状保残、単木少量、単
木中量で大きくなわばり数が減少したが、単木
大量や受光伐では減少が少なかった。

 伐採後翌年の第1セット中量保残における鳥の
なわばり数の減少は皆伐や単木少量などの伐採
区に比べて少なかったが、第2セットの中量保
残では同程度に減少した。

 森林性鳥類の種数は、保残のおこなわれた実験
区での減少は、皆伐区より少なかった。

植栽木の成長の把握
 植栽から２生育期が経過した単木大量保残区と

単木少量保残区において植栽木の伸長量と各植
栽木上の開空度を測定した。

保残木の生残の把握
 風倒被害の激しかった第2セット単木中量以外

は、今年度までは設定した保残密度をほぼ保持
していた（図１）。

 伐採年秋までに、林内作業上伐採されたものや
風倒などにより消失した保残木の胸高直径は
19.9±7.1cm（平均±SD）、残った保残木は
27.1±9.6cmと消失した木は細かったが、
30cm以上の太い木の消失もあった。また、樹
種により消失率が異なる傾向を示した。

図1 保残木の残存本数密度

縦軸の灰色点線は実験設定本数密度
を表し、上から単木大量区(100本
/ha)、中量区(50本/ha)、少量区(10
本/ha)。

■：単木大量 黒・実践：第1セット
●：単木中量 赤・破線：第2セット
▲：単木少量 緑・ドットとダッシュ：第3セット
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地：道有林空知管理区2２５－2５０林班の
トドマツ人工林（芦別市、深川市、赤平市）

実験区：皆伐、広葉樹単木少量保残、広葉樹単木中
量保残、広葉樹単木大量保残、群状保残、小面
積皆伐、広葉樹天然林対照区、人工林対照区

研究項目：
林分スケールでの調査：植物、鳥類、昆虫類
小流域スケールでの調査：河川の底生動物、水質
景観スケールでの森林の評価：森林現況の把握、

木材生産と生物多様性の評価

北海道の人工林は1960～1980年代に植栽された林分が多いため、今後主伐期を迎える人工林が急増し、大
面積の森林伐採が生物多様性保全等に及ぼす悪影響が懸念される。そこで、保全と生産を両立する施業方法と
して欧米を中心に注目されている「保残伐施業」について、トドマツ人工林を対象とした大規模実験によっ
て、その効果を林分スケールで検証するとともに、評価を景観スケールに拡張し、木材生産を維持しつつ公益
的機能を持続的に発揮できる森林管理について、長期的な視点から提案する。

保残伐による森林景観の持続的管理手法の提案
担当G：森林資源部保護Ｇ、森林環境部機能Ｇ、道南支場

共同研究機関：（国研）森林総合研究所、環境科学研究センター

協力機関：北海道水産林務部森林環境局道有林課、空知総合振興局森林室

研究期間：平成2８年度～2９年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

保残伐施業の実証実験の実験区のほか、8-44年生トドマツ人
工林に新たに18箇所の調査区を設定し、既存の178箇所と合わ
せて下層植生のタイプを7つに区分した。これらのタイプは標
高、間伐・主伐後年数、広葉樹胸高断面積から推定できた（図
1）。

天然林小流域1箇所、伐採前の広葉樹の割合が異なるトドマツ
人工林小流域5箇所で採集したトビケラ目昆虫を同定したとこ
ろ、少なくとも53種以上のトビケラ目昆虫が確認された。優占
種2種が捕獲数の44%を占め、これらが季節消長や群集構造に大
きく影響していたが、小流域における広葉樹の割合との関係は認
められなかった（図2）。

空中写真をもとに、トドマツ人工林における広葉樹率を推定
し、小班ごとの森林現況を地図化した。

図１ 群状保残区（上）と単木中量保残区（下）

図２ トビケラ群集の季節消長

NMDS: 群集を組成の類似度に基づいて序列化する手法。
よく似た調査地が近くにプロットされる。

研究成果の公表
・明石信廣ほか (2017) トドマツ人工林における保残伐施業の実証実験（REFRESH）における実験区の伐採前の林分組成. 北海道林業

試験場研究報告 54: 31-45

標高
(m)

 337.5  337.5

間伐後年数
(年)

広葉樹
胸高断面積
（㎡/ha）

 20.446  20.446

間伐後年数
(年)

4.5  4.5

広葉樹
胸高断面積
（㎡/ha）

 15.711  15.711

広葉樹
胸高断面積
（㎡/ha）

ABCDEF G
 0.186  0.186

 9.5  9.5

図１ トドマツ人工林の間伐履歴等から推定される
下層植生のタイプ（A～F）
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

１．データ
北海道森林管理局、北海道が集計した人工林にお

けるエゾシカの食痕の有無
北海道が集計した狩猟者によるエゾシカ目撃数

２．解析
人工林のデータのうち、カラマツ類と常緑針葉樹

について、地域、林齢ごとの被害率を集計
地理情報システムを用いて被害の分布を地図化

日本各地でシカが増加して林業被害が拡大し、森林所有者にはシカ被害を防ぐためのコストが大きな負担と
なっている。そこで、北海道をフィールドとして、人工林被害や天然林への影響などのデータをもとに地域ご
とのシカ被害レベルを評価し、人工林を対象に森林被害額を評価する手法を検討するとともに、森林被害額と
シカ捕獲による被害額の減少の予測から、森林所有者にとって実現可能なシカ管理体制の考え方を提示する。

森林被害評価にもとづく日本型シカ管理体制構築に関する研究
担当G：森林資源部保護G

協力機関：北海道森林管理局、北海道水産林務部、北海道環境生活部、

環境科学研究センター

研究期間：平成2８年度～３１年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

研究成果の公表
・飯島勇人・明石信廣・日野貴文・安藤正規 (2016) ＜公募セッション＞森林におけるシカ問題を解決するための知見の集積. 森林技術

890: 26-27
・明石信廣 (2016) 森林におけるエゾシカ被害対策のあゆみ. 北方林業 67: 81-84
・永田純子・明石信廣・小泉透 (2016) シンポジウム：シカと森林の管理. 哺乳類科学 56: 215-224
・明石信廣・長池卓男 (2016) シカと森林の持続的な管理に向けて—赤谷プロジェクトと占冠村の事例— 哺乳類科学 56: 225-231

釧路総合振興局管内では、カラ
マツの枝葉食害は1～4年生に多
かったが、被害林分では下刈り期
間が長くなるなど、施業コストの
上昇につながっていると考えられ
た。常緑針葉樹の樹皮食害・角こ
すりは、被害率は低いが高齢級ま
で発生していた（図1）。

カラマツ類（1～5年生、6～20
年生）、常緑針葉樹類（1～5年生、
9～40年生）の４つのカテゴリー
について、被害率の分布を地図化
したところ（図2）、狩猟者による
エゾシカ目撃数の多い地域で被害
率が高い傾向は認められたが、被
害率の高い地域はカテゴリー間で
必ずしも一致せず、被害レベルの
評価は樹種ごとに検討すべきであ
ることが明らかになった。
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図２ カラマツ類1～5年生
人工林におけるエゾ
シカ被害の被害率の
分布

図１ 釧路総合振興局管内人工林におけるエゾシカ被害
対象小班における本数被害率を50本程度の抽出調査または目測によ
り記録。（左）カラマツ類の枝葉食害、（右）常緑針葉樹類の樹皮
食害・角こすり
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

項目：“たらの芽”生産用タラノキの選抜
方法：道内の自生のタラノキから栽培特性（トゲが
少ない、トゲが無いなど）の優れた個体の選抜を行
う。

項目：タラノキのクローン増殖技術の開発
方法：組織培養等のクローン増殖技術を開発する。

中山間地域等における新規事業として有望な“たらの芽”の栽培・生産を実現することを目的として、本道の
林野に自生する豊富な山菜資源タラノキの中から、栽培に適した特性と“北海道ブランド”としてふさわしい
品質の“たらの芽”を産する個体を選抜するとともに、これを増殖・普及させるクローン苗木の生産システム
を構築する。

北海道ブランドとなる“たらの芽”生産用タラノキの選抜
とクローン増殖技術の開発

担当G：緑化樹センター緑化G

協力機関：下川町、赤平オーキッド(株)、美唄市農協

研究期間：平成27～31年度 区分：戦略研究

研究成果の公表（文献紹介や特許など）

H28年度北海道森づくり研究成果発表会（ポスター発表）
北海道新聞 空知版（H28年6月2日）
北海道新聞 全道版（H28年6月11日）

写真１ 下川町で見つけたトゲなし個体の選抜（左）からクローン増殖（右）までの経過

１）“たらの芽”生産用タラノキの選抜とクローン増殖

２）“たらの芽”生産用タラノキクローンの生育経過

下川町有林内において、トゲなしタラノキをH27年度に2個体、H28年度に7個体見つけ、これらを材料
に不定胚を経由するクローン増殖方法（培養系）を開発した（写真１）

クローン苗木の成育経過を把握することを目的に、下川町内にクローンを植栽した（写真２）。

写真２ クローン苗木（左）、植栽時の様子（中）、露地でのクローン苗木（右）

（緑化樹センター)
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研究目的

研究方法

研究成果

研究内容：組織培養手法の開発
研究項目：組織培養における培地組成等の諸条件（培地組成・培養環境等）を明らかにし、各条件を組み合わ

せて、培養系を確立する。

薬用樹木キハダの栽培化を促進する技術開発として、選抜個体を効率的に増殖・普及させる実用的なクローン
苗木生産システムを構築する。

薬用系機能性樹木の生産効率化手法の開発
担当G：緑化樹センター緑化G

研究機関：（国研）森林総研、（株）ツムラ生薬研究所、鹿児島県森林技術総合センター

研究期間：平成２７年度～２８年度 区分：公募型研究

（緑化樹センター)

表１ キハダの組織培養における作業暦
月 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

作業内容 培養開始

（材料の採取）

多芽体の誘導

と増殖

発根処理 順化と育苗 露地へ

移植

培養の開始に向かない期

間（材料の殺菌が困難）

①材料（芽）の採取 ②多芽体の誘導 ③植物体の再生 ④露地栽培

キハダの成木から採取する「芽」を材料に用いて、組織培養でクローン苗木を生産する技術を開発した

（写真１）。また、実用化に必要なクローン苗木生産についての作業暦を作成した（表１）。

上記の培養系を民間企業へ技術移転し、実用的な技術であることを確認した（写真2）。

写真２ 技術移転先におけるキハダのクローン増殖の様子

１）組織培養を用いた苗木生産技術の開発

２）民間企業への技術移転

写真１ 材料の採取（左）からクローン増殖（右）までの経過
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地
・歌志内市の空知炭礦
(株)事業用地

・美唄市林業試験場

調査方法等
処理別の植栽樹木の成長調査：生存率、樹高、根元直径等
エゾシカ食害軽減手法の比較調査：３種類（物理柵、電気牧柵・忌避剤、ツリー
シェルター）の動物食害防止資材を設置し、自動撮影カメラによる動物出没頻度調
査と動物食害防止資材の設置・維持管理経費調査を実施

裸地化した石炭露天掘り跡地を植生遷移の軌道にのせるきっかけとなる木本群落（初期緑化目標）を早期に成
立させる緑化技術を確立する。

石炭露天掘り跡地の初期成長促進を

図る木本緑化技術の向上
担当G：緑化樹センター緑化G、森林資源部保護G

共同研究機関：空知炭礦株式会社

研究期間：平成２５年度～２９年度 区分：一般共同研究

（緑化樹センター）

*共生窒素固定バクテリ
ア：宿主となる植物の根
に根粒を形成して植物と
共生し、空中の窒素固定
を行っている。

**リッパー処理：石炭採取
用重機後部の長さ約1m
の爪状部で斜面に溝切り
を実施

図１ リッパー処理有無別の生存率と樹高２．簡易な植生基盤改良手法の検討

・リッパー処理**区でシラカンバでは生存率
が10％ほど大きく、ケヤマハンノキでは
樹高成長が良い傾向がみられた（図１）。

３．エゾシカ食害軽減手法の比較調査

・生存率は、物理柵区と電気牧柵・忌避剤区
が高く、ツリーシェルター区と無処理区で
低い傾向があった。

・樹高成長は、ケヤマハンノキではツリーシ
ェルター区が、シラカンバでは物理柵区が
最も良好だった（図２）。シラカンバの無
処理区ではウサギの食害により樹高が低下
した。

・動物の出没頻度は、シカでは牧柵内の撮影
枚数は牧柵外より少なく、電気牧柵の侵入
防止効果が認められたが、ウサギでは電気
牧柵の効果はほとんどなかった。

・各資材の維持管理経費は、電気牧柵・忌避
剤区がツリーシェルター区、物理柵区より
少なかった（図３）。

図２ 食害防止資材別の樹高

ケヤマハンノキ シラカンバ

１．苗木の成長促進を目的とする共生窒素
固定バクテリア*の活用方法の開発

・共生窒素固定バクテリア接種の有無別に
植栽したケヤマハンノキ苗木の成長調査を
行った結果、接種苗の方が樹高、根元直径
ともわずかに大きかった。

生存率 樹 高

図３ 資材別経費
経費相対値：電気牧柵・忌避剤区
を1とした場合の各処理区の経費
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

１）内部欠陥を表す物性パラメーターの設定：主要な緑化樹や林木に対して、断面の物性評価を行うとともに
共振周波数、共振スペクトルを測定する

２）有限要素法コンピューターシミュレーションによる樹幹内部欠陥情報の解明：シミュレーションによる理
想的円柱に対して、人工的に作出した欠陥位置と程度、その共振スペクトルの関係を明らかにする

３）樹幹内部欠陥診断技術の確立：有限要素法コンピューターシミュレーションで得られた結果から、共振ス
ペクトルの画像変換ソフト及び画像解析機の試作機を作製するとともに、内部欠陥診断技術の確立を図る

造林木や緑化樹の腐朽等による内部欠陥について、現場での非破壊で“迅速で簡易な診断”及び“画像化に
よる精密な診断”を可能とする新たな「樹幹内部欠陥非破壊診断装置」を開発し、北海道の林業・緑化樹産
業における樹木腐朽等のリスクの低減を図る。

樹木内部欠陥を非破壊測定する装置の開発
担当G：緑化樹センタ－緑化G、工業試験場情報システム部計測・情報技術G

共同研究機関：広島大学生物圏科学研究所

協力機関：札幌市、(株)ダルテック

研究期間：平成２７年度～２９年度 区分：重点研究

（緑化樹センタ－）

1 内部欠陥を表す物性パラメーターの設定

2 有限要素法コンピューターシミュレーションによる

3 樹幹内部欠陥診断技術の確立

●約50樹種1,600個体（針葉樹：イチョウ、カラマツ、スギ等8樹種
717個体、広葉樹：エゾヤマザクラ、シラカンバ、プラタナス等41樹
種889個体）について、本装置を用いて共振測定を行った。そのうち
554個体について、実際に伐採して断面観察（針葉樹：6樹種355個
体、広葉樹：24樹種103個体）による腐朽率と本装置による診断結果
を比較・調査した結果、本装置で的確に判定できることが明らかにさ
れた（図１）。

●有限要素法コンピューターシミュレーションを用いて、内部欠陥樹
木や健全木に振動を与えた時に得られる振動情報にどのような差があ
るか比較した結果、共振周波数の減少度合と位相の乱れ度合により、
欠陥部分の“大きさ”及び“位置”を推定できることが示唆された。
これらの結果を活用し、欠陥部分の図示化による精密診断装置の開発
を目指す。

●本研究において得られた測定データ等を検証し、FFT演算手法と内
部欠陥の判定手法のアルゴリズムについて、iOSを対象にしてソフト
ウェアを開発し、“樹種にとらわれない、迅速で簡易な診断”を可能
とする簡易診断装置（Tree Health Checker（仮称））を作製した
（写真１、２）。

図1 伐採断面の腐朽率と本装置による
診断結果の関係 ●は平均値

樹幹内部欠陥情報の解明

写真1 作製した簡易診断装置

写真2 実際の測定の様子
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地は以下の選抜クローン苗木植栽地
三笠市、中川町、新得町、函館市、安平町（札幌産
選抜株）
美唄市、剣淵町、帯広市、長野県佐久市（留萌産選
抜株）

調査方法
雄花序数調査：花序数のカウント
成長量調査：樹高・胸高直径・枝下高・樹冠径等
樹形調査：長枝数・短枝数・葉数・果実数の測定、
分枝角度の測定

当場で選抜したシラカンバ少花粉個体（札幌株、留萌株の2系統）からクローン増殖した苗木の雄花序数が、
一般の個体に比べて安定して少ないことを確認するとともに、成長や樹形等の特性を調査し、この系統が持つ
緑化樹としての新たな利用価値となる特性を明らかにする。

少花粉シラカンバのブランド化に向けた特性調査
担当G：緑化樹センター緑化G

研究期間：平成２８年度～３２年度 区分：経常研究

（緑化樹センター）

1) 2016、17年春に1本の木に着いた雄花序数を数えたところ、札幌産選抜株は平均4個（0～116個）と
ほとんど着けておらず、ばらつきも少なかった。留萌産選抜株は平均174個（0～1360個）と平均は少な
いもののばらつきが大きく、多くの雄花序を着けた木もあった。非選抜株は平均640個（0～2100個）と
ばらつきが非常に大きく、15年生、樹高13m、胸高直径16cm程度の木で1000個を越える雄花序を着ける
ことも珍しくないことが分かった。
2) 選抜クローンは、生育環境にもよるが、15年生で樹高15m、胸高直径18cmくらいには成長する可能性
があり、一般的なシラカンバと大きな違いはなかった（図2）。
3) 樹形調査は、図1のように１ｍの枝を取って長枝の成長量、長枝・短枝の数とそれぞれに着いている葉の
数、果実数、雄花序数、枝の角度を計測した。選抜クローンの特徴としては、札幌産選抜株は短枝数・葉
数・果実数が少なく、留萌産選抜株は短枝数が多く、果実数がかなり多かった。

図1 調査した枝の模式図（葉は省略している）

図2 16年生の札幌産選抜株（安平町追分）
左手前の2本は例外的に雄花序が着いている
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地
斜里町（現地調査）
北海道大学総合博物館標本庫、斜里町立知床博物館
標本庫、ロシア科学アカデミー極東支部生物学土壌
学研究所標本庫

調査方法
標本調査（道内・ロシア）
形態調査（葉・花・根等）
分布・生育環境・個体数調査

絶滅の危機にありながら、分類や生態等が不明であり行政などによる保護対策が講じられていない植物の絶滅
を回避するために、現地調査と標本調査を行って分類を決定し、行政機関等に保護対策を提言する。

未知の絶滅危惧ジンチョウゲ科植物の分類学的検討と

保護対策に関する研究
担当G：緑化樹センター緑化G、森林資源部経営G、森林環境部機能G

協力機関：北海道大学総合博物館、斜里町立知床博物館、ロシア科学アカデミー極東支部

生物学土壌学研究所

研究期間：平成２８年度～２９年度 区分：公募型研究

（緑化樹センター）

１）これまでの標本調査からは、種の特定に至るデータは得られていないが、いくつかの形態からこれまで
日本に分布していることが知られていない植物である可能性が高いことが確認できた。
２）予想される希少性は国・道とも、最も絶滅の危険性が高いランクであるCR相当であった。

図1 知床博物館所蔵のカムチャッカ半
島産Daphne kamtschaticaの国内唯一と思

われる標本

図2 北海道大学総合博物館所蔵のDaphne属標本
右：サハリン産、左：択捉島産でD. kamtschatica とラ
ベルにあるがロシアの研究者Barkalov が D. jezoensis
に訂正している

引用等の著作権法上認められた行為を除き、林業試験場の許可なく引用、転載及び複製はできない
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

１）木質道路構造物の耐朽性能評価 ①木質道路構造物の腐朽被害度測定
当場で開発中の共振測定装置を用いて、木質道路構造物（高速道路進入防止柵）の被害度調査を行った。試験
地は、道北地域6カ所（平成12年から17年設置）、道東地域3カ所（平成18年から21年設置）で、各カ所
に付き20本の木製支柱を調査した。1本の支柱に付き、横梁の中間部（中段）から上へ40cmの位置（上段）
と下へ40cmの位置（下段）の3カ所測定した。なお、腐朽被害度は、丸太内部の均一度合を5段階で評価し
た。均一度合が高い場合は、内部が均一であり“被害無し”と判断されるが、均一度合が低い場合は、内部に
腐朽等の欠陥があるものと示唆される。

処理木材を用いた道路構造物の経年変化における耐朽性と強度性能のエビデンスを蓄積することで、予防保
全の根拠となる耐用年数予測手法を確立する。これにより、効率的・効果的な補修・維持管理を行うことが
可能となり、屋外木質構造物の長寿命化とライフサイクルコスト削減を目的とする。

防腐薬剤処理木材を使った道路構造物の

予防保全に関する研究
担当G：緑化樹センタ－緑化G、林産試験場性能部保存G（主管）

協力機関：北海道水産林務部、寒地土木研究所地域景観ユニット、北海道開発局

研究期間：平成２８年度～３０年度 区分：重点研究

（緑化樹センタ－）

1 木質道路構造物の耐朽性能評価 ①木質道路構造物の腐朽被害度測定

● 道北地域での測定結果を図に示す。測定の結果、全般的に上部の方が不均一（腐朽等の被害）になってい
る傾向にあった。これは、支柱丸太の木口面から雨等の水が入り、腐朽あるいは湿潤、乾燥を繰り返したた
め内部が不均一になったものと考えられる。また、設置年数による大きな違いは認められなかったが、平成
12年製の構造物においては、丸太が柔らかく不均一（腐朽と考えられる）な個体が多く認められた。今後、
さらに測定個体数を増やしていくとともに、ピロディン等の他の被害度診断結果を踏まえて経年劣化と被害
度の傾向を把握していく予定である。

研究成果

図 道北地域における木質道路構造物の共振測定による評価
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地及び材料
①成長モデル構築：毎木調査データ収集(691林分)
②間伐シミュレーションソフトウェア開発：同じ

データセット

成長モデル構築及び間伐シミュレーションソフト
ウェア開発：既往の毎木調査結果を解析
解析内容：林分データからシミュレーションに必要
な各種曲線を決定するためのパラメータを推定

北海道のアカエゾマツ人工林は今後、資源が成熟し間伐・主伐期を迎える。しかし、既存のアカエゾマツ人工
林の収穫予測表は高齢級林分に対応していない。そこで、本研究では林齢60年生までの除・間伐に対応した
林分成長量予測システムを構築し、従来の収穫予測表に代わる間伐シミュレーションソフトウェアを作成す
る。また、早期枝打ちによる効果の検証を行い、除・間伐施業指針を提示する。

アカエゾマツ人工林の間伐シミュレーション

ソフトウェアの開発
担当G：森林資源部経営G

協力機関：上川総合振興局南部森林室、オホーツク総合振興局西部森林室、北海道水産

林務部森林環境局森林活用課美唄普及指導員室、林産試験場

研究期間：平成2６年度～2８年度 区分：経常研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
津田高明・大野泰之・山田健四・滝谷美香(2015) 高齢林分に対応したアカエゾマツ人工林の成長予測．北方森林研究 第63号：31-33
竹内史郎・大野泰之・石濱宣夫・津田高明・滝谷美香・八坂通泰・今 博計・石塚 航（2015）アカエゾマツ人工林の成長・生残・形質
に及ぼす植栽密度の影響. 第64回北方森林学会ポスター発表
藤原宏行（2016）アカエゾマツ人工林の枝打ちについて. 北海道水産林務部 普及情報 第198号
竹内史郎・大野泰之・石濱宣夫・津田高明・滝谷美香・八坂通泰・今 博計・石塚 航（2016）アカエゾマツ人工林の成長・生残・形質
に及ぼす植栽密度の影響. 第127回森林学会ポスター発表
竹内史郎・大野泰之・滝谷美香・石濱宣夫（2016）枝打ち後一年経過したアカエゾマツ人工林における後生枝の発生状況. 第65回北方
森林学会ポスター発表
竹内史郎・大野泰之・滝谷美香・石濱宣夫・津田高明（2017）多地点データを使ったアカエゾマツ人工林のY-N曲線の調製. 第128回
森林学会ポスター発表

３．アカエゾマツ人工林の間伐シミュレーション
ソフトウェアの開発

・昨年度までに作成した地位指数曲線と等樹高曲線、
密度管理図に、今年度、作成したY-N曲線を統合
することで収量－密度図を構築した。

・これをもとに、任意の林分の林齢と平均上層木高、
植栽密度から材積と径級別本数が推定できる間伐
シミュレーションソフトウェアを開発し、様々な
パターンの施業体系図（図１）を自由に作成でき
るようになった。

・今後、インターフェースを整えた上で公開する。

図1 アカエゾマツ人工林の施業体系図 2500本/haの例
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・枝打ちと間伐によって、林内環境が明るくなっ
ても後生枝の発生が有意に増えることはなかった。
（表１）

・また、個体サイズによる影響も認められず、後
生枝発生が問題になることはないと考えられる。

２．枝打ちによる立木への影響把握

表1 後生枝の発生状況

１．アカエゾマツ人工林の成長モデルの構築

・アカエゾマツの地位指数に与える立地環境の影
響について解析を行った結果、地位指数には暖か
さの指数、寒さの指数、粘板岩、最大積雪深が負
の影響を与え、湿性塁層黒ボク土が正の影響を与
えていた。
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研究成果

（道南支場）

１）スギ人工林の健全性を高めるための提案型施業支援ツールの開発
・スギ人工林の枝下高の推定式を得た。また、枯れ上がり始める時期を確認できたことから、虫害の軽減や
節のない木材の生産などに必要な枝打ち開始時期を提案できるようになった。
・林業普及指導員への聞き取り調査から、施業推進をする際に必要な情報を整理した。特に、間伐で材積が
一時的に減っても成長により回復することを明示することが必要であった。この他、施業を行った場合と行
わない場合の林況の違いを示すことも必要であった。様式は、現在の様子と将来予測、施業体系を示す簡素
なものが良いことが分かった。これらの条件から、施業支援ツールとして、「道南スギ収穫予想ソフト」
（マイクロソフト社エクセルで作成）の一部シートに情報を追加した(図－１）。また、施業提案用の資料作
成シートを追加した(図－２，３）。

道南地域における人工林施業支援ツールの開発
担当G：道南支場、森林資源部

協力機関：渡島総合振興局東部森林室、渡島総合振興局西部森林室、はこだて広域森林

組合、七飯町森林組合

研究期間：平成26～28年度 区分：経常研究

研究目的

目的 道南の人工林施業の支援を目的として、道南スギの林分の健全性を判定する指標などを明らかにし、施
業提案に活用するツールを作成する。併せてGISデータを用いて施業の集約化に資するマップ等のツールを作
成する。

研究方法（調査地概要や調査方法）

文献調査：林分の健全性を判定する指標について
調査
聞き取り調査：森林室、森林組合などを対象に、施
業推進方法などについて聞き取り調査を実施

現地調査：渡島総合振興局管内スギ人工林に設置し
たプロット内で樹高、胸高直径、枝下高などを計測

図-1 『提案型施業支援ツール』からの抜粋

※間伐の評価基準として、従来の収量比数と
形状比に、胸高断面積合計・相対幹距比・枝
下高を追加した。高齢級林分を間伐しても形
状比の変化は少ないことから、胸高断面積合
計や相対幹距比などとの関係も見ながら総合
的に間伐時期や伐採量を決めることができる。
枝下高の変化を見ることで、樹冠長率や枝打
ちしていない場合の枯れ枝が付いている高さ
を確認する事ができる。

※間伐による林分の変化を数値やグラフ
などを用いて明示した、森林所有者に間
伐の意義を伝えるための資料作成用シー
ト。

図-２ 『森林の健康診断書』シート
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研究成果の公表（文献紹介や特許など）

寺田文子・八坂通泰・菅野正人（2014）道南地域におけるトドマツ人工林の林況と枝下高の関係・第63回北方森林学会大会ポスター発
表
津田高明、寺田文子、八坂通泰、菅野正人(2016) 道南地方のスギ人工林における林況と枝下高の関係性、第65回北方森林学会大会ポス
ター発表

林況の変化を表すグラフ
※ha当たりの立木本数と林分材積、樹高の変化
をグラフで表示。間伐により減った材積が回復
している様子が視認できる。

今後の林分の取り扱いの提案が記載された欄
※上の欄は林分状況に合わせた施業の提案を自由記載する。
下の表は別のシートで入力した間伐時期と伐採率などが自動
で記入される。

図-３ 『森林の健康診断書』シートの詳細

２）道南地域に適した施業の集約化施業支援ツールの開発
・森林組合等への聞き取りの結果、施業の集約は、過去の施業実績の有無や林分蓄積、道路からの距離等か
ら判断することが分かった。事業の候補林分を検索する条件式を作成し、GIS上で集約化範囲を図示するプ
ラグインツールを開発した（対応GISソフト：QGIS(ver2.16以降)、ArcGIS(ESRI社、ver10.1以降)。
（図－４）。

左：支援ツールの入力画面（QGISでの表示）
中：造林事業の候補地の抽出：林種、林齢、面積、㏊当たり蓄積、施業履歴、道路からの距離を入力し抽出
（黄土色の小班）。
右：集約化の候補値の抽出：造林始業の候補値からの距離や林分状況（林齢、面積等）、同一の経営計画で
あることを条件に選抜（青色の小班）

図－４ 開発した集約化施業支援ツール
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

調査地
１：林業試験場道東支場（伐開幅の検討）
２：九州大学演習林（除伐）
３：東神楽町、九大演習林（地力と成長）
４：えりも町道有林（トドマツ生残と成長）

調査方法
１：カラマツ成木の枝の張り出し幅の調査
２：除伐区と対照区で胸高直径、樹高の調査
３：表土除去区と草刈り地拵区での樹高調査
４：皆伐区と対照区等で樹高・褐変度の調査

目的
本研究は、天然更新したカラマツ・トドマツ幼樹の生育に必要な環境条件（光環境・広葉樹との競合緩和

等）の探索と制御手法の提示によって、両樹種の幼樹の成長を促す技術を開発し、天然更新によって次世代の
人工林資源を確保することができるようにするために行う。

天然更新したカラマツ・トドマツ幼樹の成長を促す

施業方法の開発
担当G：道東支場

協力機関、研究機関：九州大学演習林、住友林業、北海道水産林務部森林環境局道有林課、

日高振興局森林室

研究期間：平成２６年度～２９年度 区分：経常研究

（道東支場）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・中川昌彦ら（2016）オホーツク総合振興局西部森林室主催－平成28年度オホーツク管内林業グループ連絡協議会研修会
・中川昌彦ら（2017）トドマツ人工林内に天然更新したトドマツ稚幼樹の上木皆伐後の生残と成長．森林計画学会誌 50: 印刷中
・中川昌彦（2016）北海道上川総合振興局南部森林室主催－天然更新技術現地検討会
・中川昌彦（2016）上川北部流域森林・林業活性化協議会主催－カラマツの天然更新を活用した造林技術の開発現地検討会

林床に樹高30～100cmのトドマツ稚幼樹が密生するトドマツ人工林において皆伐施業を行ったところ、皆
伐から3ヶ月後には、稚幼樹の葉が褐変した（写真－1）。皆伐前に着葉していた葉はその後に落葉したが、
皆伐後に開葉した葉は褐変も落葉もしなかった。その結果、皆伐から２年10ヶ月後までには、褐変率は低下
し、着葉率が皆伐前よりも高くなり、旺盛な樹高成長も始まっていた（写真－2）。これらのことから、トド
マツ稚幼樹が天然更新している人工林では、皆伐によって稚幼樹の成長を促すことができると考えられた。

・カラマツの天然更新のためのカラマツ林内での伐開幅は20m～90mとし、母樹の林縁の樹幹から5mでは
表土除去をせずに、中間の10～80mの範囲で表土除去をすることが望ましい。カラマツ林に隣接する林地
で表土除去する場合は、カラマツ林の林縁の樹幹から5～45mの範囲で表土除去を行うことが望ましい。

・カラマツ幼樹と広葉樹の幼樹が混交しているカラマツ天然更新地で除伐試験地を設定し、除伐を実施した。
カラマツ幼樹の林冠の相対照度は、除伐前は8～12%であったが、除伐後は100%となった。

・表土除去区では植栽後2年間の成長は低下したがその後成長が回復し、現在は草刈地拵区より成長がよい。

写真－1 皆伐から3ヶ月後の試験地 写真－2 皆伐から4年3ヶ月後の試験地
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樹
高

研究成果
１．立木の外見的形質

加工時の歩留まりに影響する平均胸高直径、
平均 枝下高はそ れぞ れ、雨龍シラカンバ
22.5cm、8.8m、雨龍ダケカンバ15.3cm、
6.9m、沼田シラカンバ22.6cm、10.3mであ
った。最大矢高（地上高0.3～4ｍ）は雨龍では
2樹種とも5～10cmが、沼田シラカンバでは
10～15cmが最も多かった。二股木はほとんど
出現しなかった（出現率5～6％）。

図１ 樹幹下部の地上高0.3m、0.5m、1.0m、2.0m部位で採取し
た円板の木口面におけるPF数、PF密度の樹幹内変動（上図）お
よび円板採取部位（下図） ダケカンバ5本平均。エラーバーは標準誤

差を示す。

研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

調査地や材料について
立木の外見的形質およびピスフレックの出現、発

生部位については三井物産（株）社有林（厚真、沼
田）、北海道大学雨龍研究林で、ウダイカンバ壮齢
林に多発するキクイムシ類穿孔被害の実態について
は下川町で野外調査・試料採取を行った。

調査項目や調査方法について
①立木の外見的形質（樹高、胸高直径、枝下高、最

大矢高）、②ピスフレックの出現、発生部位（ピスフ
レック数と採取部位）、③ウダイカンバのキクイムシ
類穿孔被害の実態（加害種の同定、被害部位と加害形
態の把握）について調査した。

広葉樹資源として安定性の高いカンバ類を対象に、従来パルプなどが主な用途であった低質原木から、内装
材や家具などの高価値な用途に利用できる材料を製造する技術を開発する。北海道の豊富なカンバ類の資源量
を背景に、北海道独自の材料、加工技術を基に、ブランド力を強化するとともに、今後のカンバ類の木材資源
としての収集と利用方法について提案することを目的とする。

道産カンバ類の高付加価値用途への技術開発
担当G：森林資源部経営G

共同研究機関：林産試験場（主管）、（国研）森林総合研究所北海道支所、旭川市工芸センター

協力機関：工業試験場、北海道森林管理局、北海道水産林務部、旭川市教育委員会、旭川

家具工業協同組合、三井物産フォレスト（株）、滝澤ベニヤ（株）、（株）カワムラ、

昭和木材（株）

研究期間：平成27年度～29年度 区分：重点研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）

２．ピスフレック（PF）の出現、発生部位
似湾の試料（2015年採取分、各樹種

5本、0.5㎜以上のPF）を調査した結果
、ダケカンバ樹幹下部の高さ方向へのハ
エのPF発生傾向はシラカンバの結果と似
ていたが、ガのPFが認められない等の相
違点もあった（図-1）。一方、ウダイカ
ンバではPFはほとんど認められなかった
（円板木口面で0.01個/㎠未満）。

３．ウダイカンバのキクイムシ類穿孔被害
枯損直前のウダイカンバに飛来したキ

クイムシを9種確認した。材利用の際に
深刻な影響を及ぼす3cm以上の材内穿孔
が確認されたサクラノホソキクイムシと
ナガキクイムシ科sp.の飛来数は比較的少
なかった。

円板採取部位の地上高（m）

・石濱宣夫ほか（2017）胆振地方のカンバ類3種人工林におけるピスフレックの発生実態（予報）．北森研65：51-54.
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

解析対象：全道の天然林（約1700箇所）
間伐試験：上川総合振興局北部森林室管内

広葉樹二次林（道有林324-59林小班）
間伐区、500本区、1000本区
（各0.1ha、間伐実施年は1985年）

解析方法：各調査林分（0.1ha）のデータチェック、
立木密度と林分材積の算出

間伐試験：胸高直径の測定、生残状況

天然林（広葉樹林）では、径級ごとの収穫予測を行うための収量密度図が開発されたものの、予測に不可欠
かつ予測の精度に影響する林分成長量についての知見が非常に少なく、また、樹種ごとの収穫予測に対応でき
ない。そのため、地域ごとの施業体系の作成や択伐による伐採許容量・回帰年の設定などに必要な基礎情報で
ある単木・林分レベルの成長量を樹種構成や林分構造、気象、立地条件などとの関係から明らかにする。

天然生林における単木･林分レベルの成長予測技術の高度化
担当G：森林資源部経営G

協力機関：千葉大学、北海道森林管理局、北海道水産林務部林務局森林計画課、

十勝総合振興局森林室、上川総合振興局南部森林室

研究期間：平成28年度～31年度 区分：経常研究

（森林資源部）

全道、約1700箇所の天然林データを精査し、
林分成長量の解析に用いる立木密度と林分材積を
林分ごとに算出し、両者の関係を主要な森林タイ
プごとに図示した（図１）。

○単木・林分レベルの成長予測モデルの構築

○保育間伐等が林分・単木レベルの成長に与える影響

広葉樹混交林（229林分）

針広混交林（195林分）

ダケカンバ優占林（245林分）

密度（本/ha）

林
分

材
積

（
m3
/h

a）

図１ 主要な森林タイプにおける立木密度と林分材積との関係
低木性樹種、つる性木本植物を除いた胸高直径5cm以上の立木を対象としている。

図２ 広葉樹の胸高直径（DBH）とDBH成長量との関係

期首のDBH（cm）

D
B
H成

長
量

（
c
m/
年

）

500本区

1000本区

無間伐区

間伐後、21年間が経過した広葉樹二次林におけ
る立木の平均DBH成長量は、期首のDBHと正の相
関が認められた（図２） 。ただし、DBH成長量は
間伐強度によって異なり、DBHが同じ場合、500
本区が最も大きく、無間伐区の立木が最も低かっ
た（図２）。
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研究目的

カラマツ、トドマツの収穫時期を迎え、今後10年間に苗木の需要量が20～50％ほど増加すると予想され、
早急な採種園の整備・造成が必要となっている。そこで、主要造林樹種であるカラマツ、グイマツ雑種F1、
トドマツの採種園の造成適地の選定と必要面積の評価を行い、採種園整備指針を策定する。

林業用優良種子の安定確保に向けた採種園整備指針の策定
担当G：森林資源部経営G

共同機関：（国研）森林総合研究所

協力機関：北海道水産林務部林務局森林整備課、オホーツク総合振興局森林室、日高振興

局森林室、北海道森林管理局、北海道山林種苗協同組合

研究期間：平成26年度～28年度 区分：重点研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）

・今 博計（2016）地域林業の活性化に向けた特定母樹クリーンラーチ（グイマツ雑種F1）増殖促進の取り組み．山林1586(7)：
27-32．

・今 博計ら（2016）気象データを利用したカラマツ採種園の適地評価．北海道の林木育種59(1)：11-13．

研究方法（調査地概要や調査方法）

調査地：訓子府、新冠採種園、中川採種園ほか
測定項目：個体別の着果数調査と気象要因との関係解析、球果採取の功程調査、採種実績データの解析

１ 採種園の造成適地の選定

図１ 5～7月の降水量と翌年の
カラマツ着果量との関係．シン
ボルは採種園の違いを示す。

降水量300mm以下が適地

カラマツ類の着果量は、花芽を形成す

る時期（5月～7月）の乾燥に強く影

響を受けていた（図1）。この時期に

降水量の多い、道南や太平洋側は不適

地であることをカラマツ類の採種園造

成を計画している民間事業者へ説明し

（図2）、場所を変更するなど対応を

図った。

一方、トドマツは不適地はないこと

がわかった。
図2 カラマツ類の球果採取地と5～7月の
降水量の平年値の分布．降水量の少ない地
域で球果が採取されていることがわかる。

2 採種園の必要面積・適正面積の評価

採種実績データから1ha当たりの種
子生産量を推定し（図3）、採種園
の施業要領（林野庁）と北海道森林
づくり基本計画に基づいて、20年
後（H48）の必要面積を求めた。こ
の結果をもとに北海道採種園整備方
針（H27.3）、道有採種園整備計画
（H29.3）が策定された。

高所作業車を使用した採種功程／人
日は、カラマツ類で635g、トドマ
ツで3,172gだった。豊作年に4年分
を確保するためには、カラマツ類だ
けでも3,000人工が必要である。

必要面積
20年後の造林に
必要な種子量

採種園1ha当たり
の種子生産量

図3 樹種別の採種園の林齢と1ha
当たりの採種量の関係．実線は豊
作年の推定生産量を示す。

研究成果
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研究目的

挿し木苗木の施設通年栽培の確立を将来目標として、長日処理によるグイマツ雑種F1の挿し穂数増加効
果、生育期間延長効果、挿し穂の成長促進効果を明らかにする

グイマツ雑種F1挿し木増殖率の向上に関する研究
担当G：林業試験場森林資源部経営G

共同機関：住友林業筑波研究所

研究期間：平成26年度～28年度 区分：一般共同研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・学会発表：来田ほか：第128回日本森林学会大会(2017/3 鹿児島）
・特許出願中

研究方法（調査地概要や調査方法）

試験１ 2年生実生への長日処理、
試験２ １、２年生挿し木台木への長日処理と継続的な採穂
試験３ 挿し穂への長日処理と温度、湿度制御

１ 挿し木台木の成長促進 2 採穂数の増加効果

研究成果

播種からハウスで育苗し、2年生夏まで継続して

採穂すると、70本以上の穂が取れる。長日処理は、

1年目の採穂を増加させる。

３ 挿し木後の成長促進

長日処理はTR率を低下（＝根の重量が増加）

させた後、地上部の成長を促進する。

閉鎖系施設で温

度、湿度、光条

件を制御すると

こで、4か月約

5cmから25cm

まで挿し穂が成

長する。

長日処理することにより、台木の成長が促進

し、挿し木可能な枝の枝が増加する（2年生

秋）

採穂数
1年目採穂方法 日長条件 1年目 2年目 合計
側枝のみ 長日処理 20.0 57.8 77.8

自然日長 16.2 57.3 73.5
主軸＋側枝 長日処理 14.3 74.0 88.3

自然日長 10.2 89.2 99.4
採穂なし 長日処理 0.0 57.8 57.8

自然日長 0.0 118.4 118.4
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研究目的

研究方法

研究成果

１．賦存量・利用可能量の推定方法の開発
①短幹集材時の残材収集量の推定

場所：南富良野町 対象：トドマツ人工林
②カラマツ人工林収穫予測ソフトの改良

２．バイオマス発生量予測マップの作成
北海道などの統計データおよび伐採計画などを元

にGISを用いて利用可能量を推定。

地域に低密度に存在する分散型エネルギーを有効活用するためには、様々な制約条件を考慮した賦存量・利
用可能量と需要量を把握し、最適な組み合わせを検討することが不可欠である。地域の活性化とエネルギー自
給率の向上の実現に向けて、再生可能エネルギーなど地域にある資源・分散型エネルギーを有効活用し、地域
特性に応じた調和のとれた最適なエネルギー需給システムを構築する手法を開発することを目的とする。

地域・産業特性に応じたエネルギーの

分散型利用モデルの構築
担当G：森林資源部経営G・道南支場

共同研究機関：工業試験場（主管） 、中央農業試験場、十勝農業試験場、根釧農業試験場、

釧路水産試験場、林産試験場、環境科学研究センター、地質研究所、

北方建築総合研究所，北海道大学

研究期間：平成26年度～30年度 区分：戦略研究

（森林資源部）

１．賦存量・利用可能量の推定方法の開発
①短幹集材時の残材収集量の推定（トドマツ人工林58年生）

間伐率25％の列状間伐を実施した（面積1.83ha）。造材作業は残材を収集しやすくするため，全て作業
路脇で行われ、間伐材積は214㎥、収集された22,920kg（含水率24％）となった。これらから推定され
る林地残材収集率は､間伐材積に対して､風乾重ベースで約26％､絶乾重ベースでは約20％と推計された。
②カラマツ人工林収穫予測ソフトの改良

カラマツ人工林収穫予測ソフトを、末木や追上をバイオマスとしたときの評価ができるように改良し林業
試験場のHPに公開した。
２．バイオマス発生量予測マップの作成（一般民有林）

富良野圏域での人工林の資源量､伐採量､パルプ材発生量から､低質材の発生量を1kmメッシュ単位で予測
した（図-１）。南富良野町と上富良野町に発生量の大きいセルが多く分布する傾向がみられた。

占冠村

富良野市

南富良野町

上富良野町

中富良野町

⼈⼯林⾯積(ha)
- 5000
5001 - 8000
8001 - 12000
12001 - 15000

占冠村

富良野市

南富良野町

上富良野町

中富良野町

素材生産量（m3)

13806 - 18321

18322 - 22836

22837 - 27351

27352 - 31866

31867 - 36381

資源量×伐採確率
×パルプ材発生率

図-1 富良野圏域における人工林由来のバイオマス原材料発生量予測マップ（一般民有林）

人工林資源量

近年の伐採量
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研究成果

カラマツ・トドマツ育苗期における

環境ストレス耐性の評価
担当G：森林資源部経営G

協力機関：北海道山林種苗協同組合、北海道水産林務部林務局森林整備課

研究期間：平成２７年度～２９年度 区分：経常研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）

とくになし（前年度に学会発表済み）

図1 潅水環境を変えたカラマツの成長の違い
2015年播種苗の2成長期間の成長を、横軸下に載せた潅
水環境別（多；潅水多い，少；潅水少ない）に示した。

（１）得苗率に関わる環境条件の探索 幼苗得苗率の高低には発芽時期の降雨イベントが主要な影響因子
として予測された。そのため、播種後の環境評価ができるデータセットを整え、詳細な解析をする。

図2 カラマツ苗の家系によるストレス応答の違い
通常条件下での成長形質として苗高を用い、左図(a)では水分ス
トレス条件下での成長量との関係を、右図(b)では資源分配比と
の関係を示した。ともに家系別平均値をプロットした。矢印で
示した家系は、ストレス条件への適応的応答を示した家系。

研究方法（調査地概要や調査方法）

材料：
（１）2010～2016年における苗木生産業者の得

苗実績値、苗木生産各地域における当該期間
の気象データ。

（２）カラマツ・トドマツにおける母樹別次代苗。
カラマツは訓子府採種園、トドマツは新冠採
種園にて2014年に採種、翌年より育苗。

調査方法：
（１）得苗実績値の集計による、樹種別の生存率推

移の定量化。ならびに、得苗率低下に寄与す
る気象条件（気象要因・期間）の探索。

（２）当試験場苗畑での育苗、および、ポット育苗
を実施。育成にかかる潅水環境、絶水処理タ
イミングを変え、成長パフォーマンスを測定。

カラマツやトドマツの人工林が主伐期を迎え、今後、造林量の増加が予想されているにも関わらず、カラマツ
苗の得苗率の低さが最近問題になっている。とくに2013年にはカラマツ苗木が100万本不足する見通しも
報告された。これには、発芽期・成長期における不適な天候といった環境ストレスが大きく影響すると考えら
れるが、過去に例のない被害であり、その原因の十分な検討が求められている。そこで、本課題では、カラマ
ツとトドマツを対象に、実際に得苗率低下をもたらした気象要因を解析する。また、遺伝的改良や育苗環境の
整備によって苗木のストレス耐性の向上や適切なストレス回避が図れるか検討するため、育苗期の環境ストレ
スに対する実生の応答様式と遺伝的変異の実態を明らかにする。

研究目的
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（２）育苗環境、遺伝的背景の違いによる成長パフォーマンスの差異の探索 とくにカラマツにおいて、
育苗当年の水分条件が成長を規定すること、前年の環境との組合わせで耐性形質を誘導できる可能性
が示された（図1）。また水分ストレスに対して適応的な応答を示す家系もみられた（図2）。
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研究目的

研究方法（材料と調査方法）

研究成果

材料：
（１）千島（色丹島）と樺太のそれぞれに由来す

ることが確かな代表2家系。
（２）精英樹台帳をもとに選抜したグイマツ等19

家系（ヨーロッパカラマツ1家系を含む）

調査方法・実験方法：
（１）次世代シーケンサーを用いた葉緑体DNAの大規

模塩基配列解読。葉緑体ゲノムの構築。
（２）全家系の大規模塩基配列解読による網羅的変異

探索。開葉、黄葉フェノロジー調査。

北海道では、導入樹種であるグイマツの精英樹を母樹、同じく導入樹種であるカラマツの精英樹を花粉親とし
て種苗を得る交雑育種が普及しつつある。このうち母樹のグイマツについては、過去に北方諸島の分布域より
北海道に持ち込まれたとされ、その形態等から千島系・樺太系の2系統があると推定されているが、由来産地
は不明である。今後、さらにカラマツ属種苗の需要増加が見込まれる中で、効率的に育種プログラムを進め、
遺伝資源の利用を推進していくことが求められる。そこで、本課題では、グイマツの系統情報を明らかにし、
グイマツの育種利用に系統的偏りがあるかどうかについても明らかにすることを目的とする。今年度は、葉緑
体ゲノムの完全解読、ならびに系統間における遺伝的差異を探索することを目的とする。

千島系・樺太系グイマツの系統的ルーツの解明と

育種利用の評価
担当G：森林資源部経営G

協力機関：（国研）森林総合研究所 林木育種センター 北海道育種場、北海道大学 低温科
学研究所、 東京大学 北海道演習林

研究期間：平成２７年度～２９年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）

石塚ら (2016) グイマツ葉緑体の完全長ゲノム配列の解読と構造変異の推定．森林遺伝育種学会第5回大会
石塚ら (2017) 地理的隔離する北方樹木グイマツ2系統の復元—ゲノム情報を用いて．第64回 日本生態学会大会
石塚 航 (2017) 北海道内のグイマツ遺伝資源情報．北海道林業試験場報告 54号

図1 グイマツ葉緑体地図の概観。
葉緑体は環状構造で示され、そこに色付き四角で示し
た遺伝子が座上する。

（１）ゲノムの構築
ゲノムサイズの3,000倍の塩基配列を得て信頼
度の高いゲノム解析を行うことができ、環状構
造からなる葉緑体全ゲノムを構築することがで
きた。塩基対数はグイマツの場合122,598塩
基対であることを明らかにした（図1）。

（２）家系間の変異探索
葉緑体DNA変異情報に基づき、系統関係を推定し
たところ、2系統群を見出すことができ、これらは
開葉、黄葉フェノロジーでも明瞭な差異を示した。
しかし、系統的位置が中間の家系も存在し、開葉、
黄葉タイミングも中間的な位置を示した（図2）。

図2 遺伝変異情報とフェノロジー形質の対応関係。
葉緑体DNA変異をもとに推定した千島系統(赤)と樺太系統(青)
は、開葉・黄葉フェノロジーが大きく異なることを示す。
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

腐朽状況調査
調査地：道有林空知管理区トドマツ人工林2林分
伐採前：胸高直径、幹部傷高さ及び程度、立木位置

集材路位置
伐採後：伐根面における腐朽有無、腐朽部長短径等

解析方法（2015、2016年調査結果より）
傷 ：集材路や周辺の伐根との位置関係
腐朽：幹部傷、集材路や周辺の伐根等との位置関係
解析：決定木構築による要因判別
施業と腐朽発生との関係を考察し、施業方法を検討

森林づくり基本計画では、北海道における木材供給量が平成44年には610万m3に増加するとされており、
その中心はトドマツとなると考えられている。しかし、現在の使用用途は中小径材が主でこれから増える大径
材については材質や性能には不明な点が多い。そのため、中大径化が進むトドマツ人工林材について、天然林
材と同等に扱えるのかを検証するとともに、腐朽材の選別基準や混入低減のための対応策を示して、トドマツ
人工林資源の価値の適正評価や有効活用を図る。さらに、需給の安定化を踏まえた将来的な利用モデルを提案
する。そのうち、本年度林業試験場は腐朽木発生低減対策を担当する。

成熟化するトドマツ人工林材の

用途適正評価と利用技術開発
担当G：森林資源部経営Ｇ、道南支場

協力機関、研究機関：林産試験場（主管）

研究期間：平成26年度～28年度 区分：重点研究

（森林資源部・道南支場）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・滝谷美香・津田高明・大野泰之・来田和人・石濱宣夫・竹内史郎・今 博計・石塚 航・渡辺一郎・八坂通泰（2017）トドマツ人工
林個体の根株腐朽発生要因．第128回日本森林学会

「引用等の著作権法上認められた行為を除き、林業試験場の許可なく引用、転載及び複製はできない」

①幹部の傷発生割合（図-1）
・伐根までの距離が近いほど、また集材路までの

距離が近いほど幹部の傷が発生しやすかった。
②伐根面の腐朽発生割合
・緩傾斜で幹の低い位置に傷がある場合、また集

材路までの距離が近く幹の低い位置に傷がある場
合に伐根面における腐朽が発生しやすかった。

③傷の被害程度と腐朽面積率（図-2）
・傷の被害程度が大きいほど、腐朽面積率も高く

なった。
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１．幹部の傷及び伐根面の腐朽発生の要因

２．腐朽発生低減に有効な施業方法の提案

・従来の植栽方法よりも20%植栽本数を減らすな
ど、地際付近の腐朽発生を抑制する施業（表-
1）を実施すると、主伐期の腐朽木本数を十数ポ
イント削減可能と予測できた（図-3）。

図-1 地際部における腐朽
発生要因の模式図

図-2 幹部傷の被害程度と伐
根面の腐朽面積との関係

トドマツ人工林材の利用モデルの提案

従来方法 提案 効果

植栽本数 2500本 2000本 列状間伐による
幅5mの伐跡を利
用し、傷・腐朽
発生リスク低減

列間 2m 2.5m

初回間伐 定性 列状

図-3 表-1による施業のシミュレーション結果
従来に比較し、10%以上腐朽本数を減らせる
と予測

表-1 腐朽木発生の抑制を考慮した施業例
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研究目的

研究方法

研究成果

調査地：訓子府採種園、林業試験場集植所
処理項目：尿素処理区、まるやま3号処理区

処理方法：樹冠下への粒剤散布
調査項目：胸高直径、着果数

クリーンラーチ（グイマツ精英樹・中標津5号を母親、カラマツ精英樹を父親とする雑種F1）の若齢採種園の
肥培管理方法を提示するため、グイマツとカラマツの若齢接ぎ木クローンを対象に、施肥の種類と施肥の回数
を変えた試験を実施し、成長と着花と球果サイズに及ぼす施肥の効果を検証する。

クリーンラーチ若齢採種園の成長と着花に及ぼす

施肥の効果検証
担当G：森林資源部経営G

協力機関：オホーツク総合振興局東部森林室

研究期間：平成28年度～32年度 区分：経常研究

（森林資源部）

図1 グイマツの個体別の着果数の推移
図中の値は着果個体の割合を示す。

訓子府採種園のグイマツを対象に、尿素区、

まるやま3号区、無処理区を設定し、2015年

6月に施肥を行った。2016年は凶作年で（図

1）、無処理区での着果個体の割合は16％

だったが、尿素区では27％、まるやま3号区

では44％と増加した。

一般化線形モデルによる分析では、着果数は

施肥処理と胸高直径に影響を受けていること

が示された。尿素区で336個の球果を着けた1

個体を除き、着果数は11個以下であり顕著で

はないものの（図2）、着果数を増やす効果が

あることが示された。

図2 グイマツの処理別にみた胸高直径と着果数の関係

写真1 カラマツ集植所での処理区の設置
根系を遮断するため40cm深の畔波を埋設している。

写真2 尿素散布の様子
地表に肥料を散布している。
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

①既設路網での崩壊状況の実態調査：既設路網で発
生した崩壊箇所の規模・土質、路体構造の現地調査
（調査地：芦別町、三笠町、浦臼町・当別町、美唄
市・奈井江町、厚真町、中川町 合計79箇所）

②GISによる崩壊現場の地形解析
・国土地理院発行のデジタル標高モデル（10mメッ
シュ）を元に、厚真地区を対象に崩壊現場の地形状
況を解析

林業を行う上で重要な生産基盤である林内路網の整備では、耐久性と低コスト性の両立が求められる。しか
し、林内路網の崩壊危険度は、現状では技術者の経験に依存した状況にあり、崩壊危険度の事前予測に基づく
ルート設定手法や、路線崩壊による林業収益等への影響評価手法は確立していない。そこで、本研究では、林
内路網のうち主に森林作業道及び林業専用道を対象とし、モデル地区の林内路網に対する崩壊リスクと森林経
営の効率化を考慮した路網管理手法を提示する。

森林経営の効率化のための

崩壊リスクを考慮した路網管理手法の提示
担当G：道南支場、森林環境部環境G、森林資源部経営G、道北支場

協力機関：厚真町

研究期間：平成28年度～31年度 区分：経常研究

（道南支場）

１）既設路網での崩壊状況の実態調査

・厚真地区では遷急点近くに森林作業道
が敷設されており、崩壊位置も遷急点
近辺で発生している箇所が確認された。

※遷急点：山地斜面を尾根から見下ろし
たとき、急に傾斜がきつくなる地点。
斜面崩壊や侵食が発生しやすい場所と
される。

２） GISによる崩壊現場の地形解析

・厚真や中川では法面の崩壊、当別・浦臼、
美唄・奈井江、三笠では路面侵食が多
かった。

・これらの地区での切土のり面の崩壊は、
法高3.0ｍ以上で発生していた。芦別では、
台風10号の影響により河川と隣接してい
る盛土法面の崩壊が見られた。

・渓畔沿いの道路における盛土のり面崩壊
では、攻撃斜面（湾曲した川のカーブ外
側部分）で発生することが多かった。

・以上より、法面や路面侵食の発生には、
火山灰土等の地質や道路勾配等の道路の
敷設状況、河川との位置関係が影響して
いると考えられた。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

厚真

中川

当別・浦臼

美唄・奈井江

三笠

芦別

崩壊形態別発生比率

切土のり面 盛土のり面 路面侵食 その他

図２ 厚真地区での崩壊位置と森林作業道、遷急点の位置関係

図１ 調査地区ごとの崩壊形態
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研究目的

今後予想される植栽面積、苗木需要の増加に対応するため、コンテナ苗による苗木の効率的な生産と輸送か
ら植栽まで一貫した生産・植栽システムを開発する。

苗木需要量の増加に対応した

コンテナ苗生産・植栽システムの開発
担当G：森林資源部経営G・林産試験場製品開発グループ

共同機関：（国研）森林総合研究所、九州大学

協力機関：工業試験場、北海道水産林務部林務局森林整備課・森林環境局道有林課、

住友林業筑波研究所、北海道山林種苗協同組合、北海道森林組合連合会、

北海道造林協会

研究期間：平成28年度～30年度 区分：重点研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・投稿：来田・今：光珠内季報, 178,1-5 (2016)／発表：来田：「未来につなぐ森林づくり交流会」（2017）．

研究方法（調査地概要や調査方法）

国有林、民有林コンテナ苗植栽成績データの収集解析（109箇所）
遠赤外線で選別したカラマツ種子を用いた育苗試験
植栽器具の性能調査（6器具、3か所）、小型運搬機の開発、梱包から植栽までの作業効率性調査（1回）

１ 苗木規格の提案 2 播種コンテナ苗生産技術の開発

研究成果
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近赤外線選別カラマツ種子の発芽率は93%で1粒

播種でも実用化可能な高い値。

得苗率を上げるためには、発芽が遅れた苗木を小

型容器で準備した苗の補植が有効。

３ コンテナ苗の特性を生かした輸送、運搬、植栽システムの開発
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既存方法 改良方法

工程 器具等 苗木数
（本／日／人）

器具等 苗木数
（本／日／人）

梱包 ラップ 682 コンテナ容器 -
トラック輸送 ダンボール 2,162 専用棚 1,023
小運搬 苗木袋 2,833 専用器具 4,450
植栽 島田鍬 544 オーガ 445
コンテナ返却 - 宅急便 20,160
合計 243 286

土壌硬度に関わらずエンジ

ンオーガの植栽効率が高い。

コンテナ容器運搬では梱包作業がなくなる

ため、苗畑の梱包から造林地の植栽まで一

連の生産性が18％向上。小運搬、植栽器

具の改良により一層の効率化が期待。

除雪機を改良した小

型運搬機は、傾斜

30°以下の斜面を安

定走行。

109箇所の植栽地の解析から植栽後の活着

成長は、トドマツでは300ccコンテナ苗が

良く、カラマツでは苗長25cm以上でかつ苗

長／根元径比の低い苗木が良かった。
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研究目的

研究方法

研究成果

１．低コストコンテナ苗の開発
発芽率を向上させた種子の播種によって生産するコンテナ苗のコストと品質の評価

２．一貫作業システムの高度化
(1)地拵え・下刈り作業の機械化による省力・低コスト化技術の開発（クラッシャ改良、自走式刈払機調査）
(2)優良種苗を用いた低密度植栽手法の開発（低密度植栽林分調査、導入条件検討）
(3)下刈り回数低減技術の開発（下刈り作業省力効果の検討）

一貫作業による再造林に必要なコンテナ苗の生産性を高めるため、林業種苗の高発芽率種子を選別し、一粒播
種を可能とする技術を確立する。また、造林作業の低コスト化を実現するため、コンテナ苗や優良苗を用いた
低密度植栽技術、地拵え・下刈り作業の省力化技術を確立する。

優良苗の安定供給と下刈り省力化による

一貫作業システム体系の開発
担当G：森林資源部

共同研究機関：（国研）森林総合研究所（主管） 、九州大学、住友林業㈱、㈱九州計測
器、

岡山県農林水産総合センター、高知県森林技術センター、ノースジャパン素材流通

協同組合、北海道山林種苗協同組合、(一社)北海道造林協会ほか

協力機関：北海道水産林務部、㈱千歳林業、㈱筑水キャニコムほか

研究期間：平成28年度～30年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

低コストコンテナ苗開発のため、北海道山林種苗協同組合の播種コンテナ苗生産の実証試験の指導を行っ
た。地拵え作業の機械化のため、クラッシャを従来よりも大型のベースマシンにも取付けられるように改造
し予備的な作業試験を行うとともに（森林総研北海道支所との共同）、公園緑地用の刈払機2機種（写真）
について林地での走行性能と刈払い性能を調査した。優良苗を用いた低密度植栽手法および下刈り回数低減
技術開発のために、植栽から7 年生までの樹高・生存率の推移を東神楽町など5カ所でカラマツ類3品種（カ
ラマツ、グイマツ雑種F1、クリーンラーチ）で比較するとともに（図）、岩見沢市にカラマツ類による植栽
試験地を設定し、植栽した苗木の成長や下草の回復状況の調査を行った。

写真左 歩行型刈払機
残材がない条件では、従来に比べ地拵え及

び下刈り作業で1.5～4倍の生産性を示した。

写真右 乗車型刈り払い機
残材がない条件では、従来に比べ地拵え作

業で5～14倍の生産性を示した。

左：樹高
クリーンラーチは初期成長が早く下刈りが

一年早く終了する。

右：生残率
クリーンラーチ、グイマツ雑種F1は生存率

が高く低密度植栽に適する。

樹
高

図 カラマツ類の植栽試験地における7年生までの樹高と生存率

樹
高

生
存

率
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研究目的

研究方法

研究成果

調査地：さし木生産者17者、林業試験場
試験項目：コンテナ容器への挿し付け、人工気象器でのさし木発根に及ぼす温度の影響評価

カラマツ、グイマツ雑種F1（グイマツ♀×カラマツ♂）の苗木不足を解消するために、種子生産性を高める
ための技術開発を目的とする。種子生産から苗木生産までの過程を、花芽形成促進、種子生産、苗木生産の３
段階に区分し、それぞれの段階で生産量の拡大につながる技術開発研究に取り組む。

カラマツ種苗安定供給のための技術開発
担当G：森林資源部経営G

共同研究機関：（国研）森林総合研究所林木育種センター、青森県産業技術センター、岩
手県林業技術センター、群馬県林業試験場、山梨県森林総合研究所、長野県、岡山県農林
水産総合センター、宮崎大学、北海道山林種苗協同組合、株式会社雪屋媚山商店

研究期間：平成28年度～30年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・クリーンラーチさし木技術向上研修会（第1回：7月21日、第2回：2月28日）

図1 コンテナ容器別の生存率（10月）と挿し木苗の苗長（5月：挿穂長、10月：地上部の長さ）

クリーンラーチの挿し木容器を従来から使用されているペーパーポット（セル容量120cc、565本/㎡）

からコンテナに変えることにより生存率が低下したが、セル容量を50cc（881本/㎡）まで小さくするこ

とで、生存率はほとんど低下せず、伸長成長が促進することが分かった（図1）。

図2 異なる温度条件下におけるさし付け後の
発根率の推移

さし木の成否に及ぼす温度の影響を評価す

るため、5段階の温度に設定した人工気象器で

さし木試験を実施した。

さし木の成功に最適な温度環境が、20℃前

後であることが分かった（図2）。また、さし

穂の発根は、伸長成長が停止し頂芽が形成さ

れた後に始まった。一方、温度が30℃以上に

なると発根率が大きく低下し、さし木生産に

おいては、高温障害に気をつける必要がある

ことが示された。
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研究目的

研究方法（材料と調査方法）

研究成果

材料：
（１）トドマツ精英樹次代検定林

1980年に精英樹のべ75家系の次代苗を、
全道9ヶ所に設定した試験地へ相互移植。

（２）交配第2世代（F2）集団
異なる生態型間の人工交配により作出し、
ポット育苗されたF2集団252個体。

調査方法・実験方法：
（１）これまでの解析データ整備（植栽家系の由来地

と試験地の位置・環境条件の付与）。成長パ
フォーマンスにおける地域変異の解析。

（２）F2集団の表現型計測。次世代シーケンサーを用
いたDNAの網羅的解析による遺伝変異情報の収
集。遺伝解析による遺伝子地図の構築。

樹木は、現在進行しつつある気候変動に迅速な対応ができず、成長パフォーマンスの低下といった負の影響も
見込まれる。しかし、造林に用いる種苗の産地や母樹を適切に選択し、将来環境にも適応しうるゲノム組成を
有する森林へと更新を図ることができれば、予想される気候変動の影響を緩和できる可能性がある。そのため
にも、環境適応に関する遺伝的基盤の解明といった基礎的知見の集積が求められる。本研究では、急速に技術
革新が進む分子遺伝学（ゲノミクス）分野の手法を適用させ、環境適応の遺伝的基盤解明とその応用を目指
す。今年度は、トドマツを対象として、自生地適応の実態の把握、遺伝子地図の構築を行う。

気候変動の影響緩和を目指した北方針葉樹の

環境適応ゲノミクス
担当G：森林資源部経営G

共同研究機関：東京大学、（国研）森林総合研究所、（国研）森林総合研究所 北海道支所

協力機関：明治大学

研究期間：平成２８年度～３１年度 区分：公募型研究

（森林資源部）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）

石塚 航 (2016) 長期移植試験が語る北方針葉樹トドマツの局所適応．森林科学，78号
Ishizuka et al. (2016) Evaluating the home-site advantage in Abies sachalinensis in Hokkaido, based on the long-term 

provenance trials. Abies 2016: The 15th International Conference on Ecology and Silviculture of Fir
上野ら (2016) TodoFirGene: トドマツのトランスクリプトームデータベースの構築．森林遺伝育種学会第5回大会
後藤ら (2017) トドマツの標高適応に関連する生理形質の連鎖解析．第128回 日本森林学会大会
Goto S. (2017) Genetic basis of altitudinal adaptation in Abies sachalinensis. 第64回 日本生態学会大会
石塚・矢野 (2016) 国際会議Abies 2016の開催．北海道の林木育種，59号2巻

図1 厚岸試験地における家系別パフォーマンス
横軸は家系由来地と植栽地間の距離を示す。

（１）自生地適応の実態の把握
植栽家系の成長パフォーマンスとして、植栽木
の幹材積と生残を加味したところ、明瞭な地域
差が見出され、例えば根釧地域の試験地では、
家系由来地と植栽地との間の距離が大きくなる
にしたがってパフォーマンスが低下することが
わかった（図1）。

（２）トドマツの遺伝子地図の構築
F2集団とその交配親より網羅的に収集した遺伝変異
情報より、12本の疑似連鎖群からなる遺伝子地図
を構築することができた。これによって、計測した
表現型値を説明する量的遺伝子座推定ができるよう
になった。これは環境適応、自生地適応に関わる遺
伝変異セットを検出する基盤として活用できる。

図2 トドマツにおける連鎖地図
推定した12連鎖群を並べて示す。縦軸は遺伝子間の推定距離。
連鎖群内の横線は変異を検出したマーカー位置を示す。

(km)
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研究目的

研究方法（調査地概要や調査方法）

研究成果

植栽試験地：中川町町有林
実態調査地：中川町民有林、北海道大学中川研究林

植栽試験の方法：植栽試験地の設定および作業効率
調査、土壌調査
実態調査の方法：20ｍ×40ｍプロットの毎木調査
（胸高直径、樹高、枝下高）

道北地域における有用広葉樹（ミズナラ・オニグルミ）の人工造林を効率化するため、植栽した有用広葉樹の
初期成長を促進する手法を開発すること、および、広葉樹造林における下刈りを効率化することを目的とす
る。また、今後の有用広葉樹増人工林施業に役立つ情報収集を行う。

道北地域における有用広葉樹の

効率的な人工造林手法の開発
担当G：道北支場

協力機関：中川町、北海道大学北方生物圏フィールド科学センター

研究期間：平成28年度～30年度 区分：受託研究

（道北支場）

研究成果の公表（文献紹介や特許など）
・蓮井ほか（2016）道北地域における有用広葉樹の効率的な人工造林手法の開発（2016）．受託研究報告書 11pp

表1 植栽試験地の土壌調査

図1 表土除去区（上）と表土埋戻
し区（下）の施工状況

１．植栽試験地の設定および作業効率調査
ミズナラ・オニグルミそれぞれの植栽試験における処理区は、ササ

の根茎および表土を除去した表土除去区（図1）、ササの根茎に付着し
た表土を振るい落とした表土埋戻し区（図1）とした。また、グラップ
ル付バケットを装着したバックホウによる地拵え作業時間は、表土除
去区が33.2（時/ha）、表土埋戻し区が64.8（時/ha）であった。

２．植栽試験地の土壌調査
表土除去区と表土埋戻し区とでは、物理的性質は異なるが、化学的

性質に大きな違いは見られなかった（表1）。

３．ミズナラ・オニグルミ人工林の実態調査
広葉樹人工造林における適正な造林方法の検討に必要な基礎資料を

得るため、広葉樹造林地の実態調査を行った（表2）。

表2 ミズナラ・オニグルミ人工林の実態調査
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Ⅲ 平成２８年度研究発表業績

１ 論文・報告書等

豊かな道民生活のための森林機能の高度発揮

森林の公益的機能の発揮のための研究開発

1 長坂晶子 2017年2月 漁業者へのアンケート調査から森と海の関係を探る－漁業者の漁場環境の変化に対する認

識と漁獲統計の対応－． 水利科学 353：p40-67
2 長坂晶子 2017年3月 風蓮湖流入河川流域とは 風蓮湖流域の再生 第1章：p1-17.
3 長坂晶子・長坂 有 2017年3月 地域住民の環の再生 風蓮湖流域の再生 第5章：p157-215.
4 長坂晶子 2017年3月 風蓮湖流域のプロジェクトを振り返って 風蓮湖流域の再生 第6章：p217-246.
5 岩﨑健太、佐藤 創、真坂一彦、鳥田宏行、山川陽祐、小杉賢一朗 2016年12月 土壌水分計付貫入計を用いた

海岸林の植栽基盤の評価－北海道長万部町の事例－ 海岸林学会誌 15：39-43
6 岩﨑健太、鳥田宏行 2017年3月 防風林による地温上昇効果－日高地域の飼料用トウモロコシ圃場における事例

－ 光珠内季報 182：11-14
7 真坂一彦 2016年5月 養蜂業における北海道の森林蜜源の利用実態と将来展望 農業および園芸 91： 518～

533
8 真坂一彦 2016年12月 日高・胆振沿岸域において2013年に発生したクロマツ樹冠の赤変とその原因 光珠内季報

180：1～4
9 阿部友幸 2017年2月 水土保全に配慮した林業を ～浸透能のはなし～ 光珠内季報 181：1～4

10 佐藤孝弘 2017年2月 「障がい者の利用」を視点とした森林公園の路網状況の評価 光珠内季報 181:5-10
生物多様性に配慮した豊かな森林を保全・維持するための研究開発

11 佐藤創、田中規夫、鳥田宏之、真坂一彦、阿部友幸、岩﨑健太、佐藤弘和 2017年2月 Ｌ２津波によるカシワおよび

グイマツの被害パターン 北方森林研究 65：75～78
12 佐藤創、鳥田宏之、真坂一彦、田中規夫、野口宏典 2017年3月 海岸防災林の津波減衰機能を発揮させる林帯

整備・管理方法の開発 公立林業試験研究機関 研究成果選集 14：1～2
13 五十嵐善哉、君和田祐弥、赤崎佑太、田中規夫、佐藤創、鳥田宏行 2017年3月 津波規模が海岸樹木破壊形態

に及ぼす影響の樹種による相違 土木学会関東支部発表会Ⅱ－7（CD-ROM） 71,2：I_307-I_312
14 阿部友幸、立木佑弥、今 博計、長坂晶子、小野寺賢介、南野一博、韓慶民、佐竹暁子 2016年8月

Parameterisation and validation of a resource budget model for masting using spatiotemporal flowering
data of individual trees Ecology Letters 19：1129～1139

15 Bayandala, Masaka K, Seiwa K 2016年 Leaf disease drive the Janzen-Connell mechanism regardless of
light condition: a 3-year field study. Oecologia 183：191～199

16 新田紀敏、明石信廣 2017年3月 ネイチワラビの発見 北方山草 34:75-76
17 新田紀敏 2017年3月 美唄湿原の植物相 旭川市北邦野草園研究報告 5:37-45
18 雲野明 2017年3月 クマゲラとオオアカゲラの冬期の採餌痕を識別する 森林保護 345：1-3
19 雲野明 2016年12月 クマゲラの生息を確認する方法 光珠内季報 180：5-8
20 雲野明 2016年10月 降雪期におけるクマゲラとオオアカゲラの採餌痕の比較と識別 日本鳥学会誌 65：143-152
21 佐藤弘和・佐藤孝弘・真坂一彦・山田健四 2016年12月 農業で働くミツバチ、そしてニセアカシアとのつながり－聞き

取り調査から分かること－ 光珠内季報 180:9-15
22 福地 稔 2017年3月 トドマツ人工林の間伐後に更新した広葉樹の成長 光珠内季報 182:1-5

身近なみどり資源の活用のための研究開発

23 錦織正智 脇田陽一 2016年11月 組織培養によるクローン苗木の生産と利用～北海道における事例～

日本生物工学会「地方創生に関わる生物工学のとりくみ－日本各地の活動とネットワークの必要性－」 18～20
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資源管理の高度化のための研究開発

24 北海道立総合研究機構 2017年3月 成熟化するトドマツ人工林材の用途適性評価と利用技術開発 平成26〜28
年重点研究報告書 77pp

25 飯島勇人、明石信廣、日野貴文、安藤正規 2016年5月 森林におけるシカ問題を解決するための知見の集積 森

林技術 890：26-27
26 明石信廣、雲野 明、渡辺一郎、大野泰之、長坂晶子、長坂 有、山浦悠一、尾崎研一 2016年6月 木材生産と公

益的機能の両立を目指した保残伐施業の実証実験 光珠内季報 179：9

27 明石信廣、雲野 明、対馬俊之、渡辺一郎、大野泰之、長坂晶子、長坂 有、山浦悠、尾崎研一 2016年7月 木材

生産と公益的機能の両立を目指した保残伐施業の実証実験 平成27年度北の国・森林づくり技術交流発表集
184-187

28 明石信廣 2017年2月 森林におけるエゾシカの影響を把握する 森林科学 79：14-17
29 明石信廣、対馬俊之、雲野 明、長坂晶子、長坂 有、大野泰之、新田紀敏、渡辺一郎、南野一博、山田健四、石

濱宣夫、滝谷美香、津田高明、竹内史郎、石塚 航、福地 稔、山浦悠一、尾崎研一、弘中 豊、稲荷尚記 2017年
3月 トドマツ人工林における保残伐施業の実証実験（REFRESH）における実験区の伐採前の林分組成 北林試研報

54：31-45
30 Uno, H., Ueno, M., Inatomi, Y., Osa, Y., Akashi, N., Unno, A., Minamino, K. 2017年3月 Estimation of

population density for sika deer (Cervus nippon) using distance sampling in the forested habitats of
Hokkaido, Japan. Mammal Study 42：57-64

31 中川昌彦 2017年2月 広葉樹にカラマツが被圧されている天然更新地における中段刈りの効果－上川町における一

例－ 北方森林研究 65：81～83
32 中川昌彦 2017年3月 カラマツの天然更新地が広葉樹林化，混交林化しやすい原因の推定 北林試研報 54：19

～22
33 中川昌彦 2016年6月 トドマツ人工林に天然更新している稚樹は皆伐したら育つか？ 光珠内季報 179：11
34 中川昌彦 2016年10月 皆伐で天然更新したトドマツ稚幼樹の成長を促すことに成功 グリーントピックス 53：1
35 大野泰之・福地 稔 2017年3月 カラマツ人工林の単木管理手法 山つくり 488:2～3
36 大野泰之 2016年10月 「カラマツ将来木施業導入支援ツール」を使ってみよう！ グリーントピックス No53
37 渡辺一郎 2017年3月 欧州製ハーベスタの実力は！？ グリーントピックス No.54
38 佐藤弘和、山田 健、佐々木尚三、岩﨑健太 2017年3月 過去に使った森林作業道の再利用－ 道路の締固めは

重要です － 光珠内季報 182：6－10
39 今 博計 2016年7月 地域林業の活性化に向けた特定母樹クリーンラーチ（グイマツ雑種F1）増殖促進の取り組み

山林 1586(7)：27～32
40 今 博計 2016年12月 成果をユーザーに届ける 森林遺伝育種 5：39
41 今 博計、来田和人、石塚 航、黒丸 亮 2016年12月 各都道府県の林業・林産業と遺伝育種の関わり（７） 森林

遺伝育種 5：230～234
42 今 博計、来田和人、石塚 航、黒丸 亮 2016年8月 気象データを利用したカラマツ採種園の適地評価 北海道の

林木育種 59(1)：11～13
43 黒丸 亮 2017年3月 北海道の林木育種における先人達からのメッセージ－採種園の造成・施業と球果採取－ 北

海道の林木育種 59(2)：10～14
44 石塚 航、矢野慶介 2017年3月 国際会議Abies 2016の開催 北海道の林木育種 59(2)：1～6
45 石塚 航 2016年10月 長期移植試験が語る北方針葉樹トドマツの局所適応 森林科学 78；32～35
46 石塚 航 2017年3月 北海道内のグイマツの遺伝資源情報 北海道林業試験場研究報告 54；23～29
47 来田和人、今 博計、石塚 航、黒丸 亮 2017年2月 北海道内4か所に造成したクリーンラーチ植栽試験地におけ

る5年生までの成長 北方森林研究 65；47～50
48 対馬俊之、蓮井聡、渡辺一郎、津田高明 2016年10月 保残伐施業におけるフォワーダ集材作業の実証的研究 機

械化林業 755：1～8
49 寺田文子・津田高明・八坂通泰 2017年3月 衛星画像による林況把握方法 グリーントピックス 54：2～3
50 八坂通泰 2017年2月 カラマツ人工林収穫予想ソフトのバージョンアップ グリーントピックス No.54
51 八坂通泰、津田高明、寺田文子 2016年5月 道南スギにおける径級別丸太供給量の将来予測 山づくり 483:2-3
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林業経営の持続的な発展のための研究開発

52 北海道立総合研究機構・酪農学園大学 2017年3月 重点研究 森林管理と連携したエゾシカの個体数管理手法に

関する研究報告書 150pp
53 北海道立総合研究機構・酪農学園大学 2017年1月 森林管理者のためのエゾシカ捕獲の手引き 34pp
54 北海道立総合研究機構 2017年3月 森林管理者のためのエゾシカ調査の手引き 46pp
55 南野一博、明石信廣 2016年10月 森林被害防止のためのエゾシカ捕獲 北方林業 67：89-93
56 Hara, H. 2016年6月 The North African sawfly genus Prionomeion (Hymenoptera, Diprionidae),with a key

to the Palaearctic genera of the subfamily Diprioninae Zootaxa 4127 (3): 537–552
57 Hara, H. 2016年11月 Larva of Megabeleses crassitarsis (Hymenoptera:Tenthredinidae) infesting

Magnolia Japanese Journal of Systematic Entomology 22 (2): 149–153
58 Shinohara, A., Hara, H., Kramp, K., Blank, S. M. & Kameda, Y. 2017年1月 Bird droppings on chestnut

leaves or sawfly larvae: DNA barcodes verify the occurrence of the archaic Megaxyela togashii
(Hymenoptera, Xyelidae)in Hokkaido, Japan Zootaxa 4221 (2): 220–232

59 Hara, H. & Shinohara, A. 2017年2月 Taxonomic notes and new distribution and host plant records for
sawflies and woodwasps (Hymenoptera, Symphyta) of Japan II Bulletin of the National Museum of Nature
and Science,Series A 43(1): 53–69

60 中田圭亮、雲野 明 2016年12月 最近の森林施業の動向からネズミ対策として生態的防除を考える 森林保護

344：25-27
61 中田圭亮、明石信廣、雲野 明 2017年3月 2016年のエゾヤチネズミの発生状況と前年度までの被害状況 森林

保護 345：3-4
62 中田圭亮、対馬俊之、南野一博 2017年3月 リン化亜鉛殺そ剤のカラマツとトドマツに対する薬害試験 北林試研報

54：9-17
63 明石信廣 2016年10月 森林におけるエゾシカ被害対策のあゆみ 北方林業 67：81-84
64 永田純子、明石信廣、小泉 透 2016年12月 シンポジウム：シカと森林の管理 哺乳類科学 56：215-224
65 明石信廣、長池卓男 2016年12月 シカと森林の持続的な管理に向けて―赤谷プロジェクトと占冠村の事例― 哺乳

類科学 56：225-231
66 南野一博、雲野 明、明石信廣 2017年3月 エゾシカ低密度地域におけるライントランセクト法及びカメラトラップ法に

よる生息密度指標の評価 北林試研報 54：1-8
67 小野寺賢介・德田佐和子 2016年9月 カラマツヤツバキクイムシのモニタリングのためのフェロモントラップの開発 山

つくり 485：4-5
68 小野寺賢介・德田佐和子 2016年10月 大きさによって分類した樹洞の発生確率の推定 北方林業 67：29-33
69 小野寺賢介・德田佐和子 2016年9月 カラマツハラアカハバチ被害の現状と将来の展望 森林保護 343：17-19
70 Onodera K, Tokuda S, Hirano Y, Yamamoto S 2017年2月 Vertical distribution of saproxylic beetles within

snag trunks retained in plantation forests Journal of Insect Conservation 21：7-14
71 林業試験場 2016年7月 獣害防止ネットにおける耐積雪性に関する研究 25pp
72 津田高明・八坂通泰 2016年10月 道南スギの供給可能量と今後の丸太径級を予測しました グリーントピックス

53：2～3
73 来田和人、山田健四、滝谷美香 2016年8月 グイマツ雑種F1の成長と低密度植栽 北方林業 67:48～52
74 Eugenios Agathokleous, Amelie Vanderstock,Kazuhito Kita, Takayoshi Koike 2017年3月 Stemand crown

growth of Japanese larch and its hybrid F1 grown in two soils and exposed to two free-air O3 regimes
Environ Sci Pollut Res 24:6634～6647

75 原山尚徳、来田和人、今 博計、石塚 航、飛田博順、宇都木玄 2016年10月 異なる時期に植栽したカラマツコン

テナ苗の生存率，成長および生理生態特性 日本森林学会誌 98:158～166
76 壁谷 大介, 宇都木 玄, 来田 和人, 小倉 晃, 渡辺 直史, 藤本 浩平, 山崎 真, 屋代 忠幸, 梶本 卓也, 田中 浩

2016年12月 複数試験地データからみたコンテナ苗の植栽後の活着および成長特性 日本森林学会誌 98:214～
222
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２ 学会における口頭・ポスター発表等

豊かな道民生活のための森林機能の高度発揮

森林の公益的機能の発揮のための研究開発

77 長坂晶子 2016年4月 森里川海の物質の環・地域住民の環の再生を考える－北海道東部・風蓮川流域における事

例より－ 平成28年度北海道森づくり研究成果発表会（森林整備部門）
78 長坂 有、長坂晶子、速水将人、石川 靖 2016年11月 トドマツ人工林の保残伐施業地(REFRESH)における伐

採後の水質変化 第65回北方森林学会
79 長坂晶子、長坂有、石川 靖 2016年3月 異なる森林タイプが渓流水DOC- NO3-濃度比に及ぼす影響 第64回

日本生態学会大会

80 小野 理、福田陽一郎、長坂晶子 2016年3月 トドマツ人工林への広葉樹の侵入量規定要因 第64回日本生態学
会大会

81 長坂晶子 2016年3月 風蓮湖流入河川の流域管理に際して低投入型酪農に期待すること 2017年度日本草地学
会企画シンポジウム「北の大地の低投入型酪農の可能性とその効果」

82 長坂晶子 2016年3月 流域住民は『森川里海のつながり』を実感しているか？－聞き取り調査とアンケートからみえる

自然認識－ 平成29年度日本水産学会春季大会シンポジウム「森川里海のつながりを科学で説明できるか？」
83 長坂晶子、長坂 有、速水将人 2016年3月 トドマツ人工林を主体とした小流域における伐採前後の流出量の変化

第128回日本森林学会大会
84 長坂 有、長坂晶子、速水将人、石川 靖 2016年3月 トドマツ人工林の保残伐施業試験地（REFRESH）における

伐採1年後の水質変化 第128回日本森林学会大会
85 岩﨑健太 2016年4月 農作物への防風林の効果は古い研究テーマか？―いま改めて求められる防風林研究― 北

海道森づくり研究成果発表会

86 阿部友幸 2016年4月 風倒害リスクを考慮した人工林管理 平成28年北海道森づくり研究成果発表会
87 岩﨑健太、田村慎、真坂一彦、佐藤弘和、佐藤創、山川陽祐、小杉賢一朗 2016年6月 土壌水分計付貫入計と地

中レーダーを用いた海岸林の植栽基盤診断 日本応用地質学会北海道支部・北海道応用地質研究会合同研究発

表会

88 阿部友幸 2016年8月 暴風に対する森林の耐性を推定する 北海道旅客鉄道株式会社土木技術（営林２）科研修

89 真坂一彦、福地 稔、佐藤 創、鳥田宏行、阿部友幸、岩﨑健太 2016年10月 北海道におけるクロマツ海岸林の動

態と密度管理方法 平成28年度日本海岸林学会三沢大会
90 真坂一彦、佐藤 創、福地 稔、鳥田宏行、阿部友幸、岩崎健太、佐藤弘和 2016年11月 グイマツ海岸林の密度

管理法 第65回北方森林学会大会
91 阿部友幸、佐藤 創、佐藤弘和 2017年1月 道東地域における台風による森林被害把握と風倒に強い森づくり 道

東・森づくりセミナー

92 岩﨑健太、鳥田宏行、福地稔、阿部友幸 2017年3月 防風林から牧草地への夜間の暖気流出－北海道東部の格

子状防風林における事例－ 第128回日本森林学会大会
93 鳥田宏行 2016年11月 津波による海岸林の被害形態の変化 第65回北方森林学会
94 明石信廣・雲野明・渡辺一郎・大野泰之・長坂晶子・長坂有・対馬俊之・山浦悠一・尾崎研一 2016年4月 木材生

産と公益的機能の両立を目指した保残伐施業の実証実験 平成28年北海道森づくり研究成果発表会
生物多様性に配慮した豊かな森林を保全・維持するための研究開発

95 竹内史郎、大野泰之、滝谷美香、石濱宣夫 2016年11月 枝打ち後一年経過したアカエゾマツ人工林における後生

枝の発生状況 第65回北方森林学会
96 竹内史郎、大野泰之、滝谷美香、石濱宣夫、津田高明 2017年3月 多地点データを使ったアカエゾマツ人工林の

Y-N曲線の調製 第128回森林学会
97 佐藤 創 2016年4月 津波の勢いを和らげる海岸防災林の働きと整備方法 平成28年北海道森づくり研究成果発

表会

98 真坂一彦 2016年4月 シラカンバ防風林におけるゴマダラカミキリによる穿孔被害 平成28年北海道森づくり研究成
果発表会

北海道立総合研究機構林業試験場年報　平成２８年度（２０１６年）

-56-



身近なみどり資源の活用のための研究開発

99 棚橋生子、真坂一彦、佐藤弘和、福地稔、佐藤孝弘 2016年11月 多雪地域の重粘土地におけるコバノヤマハンノ

キ植栽木の成長に及ぼす地表処理の効果 第65回北方森林学会大会
100 棚橋生子 2016年4月 企業の森づくり －企業の考え方と実施事例－ 平成28年北海道森づくり研究成果発表会
101 錦織正智 2016年4月 北海道ブランドとなる”たらの芽”生産用タラノキの選抜とクローン増殖技術の開発 平成28年

北海道森づくり研究成果発表会

資源管理の高度化のための研究開発

102 滝谷美香・津田高明・大野泰之・来田和人・石濱宣夫・竹内史郎・今 博計・石塚 航・渡辺一郎・八坂通泰 2017年
3月 トドマツ人工林個体の根株腐朽発生要因 第128回日本森林学会大会

103 Akashi, N., Nitta, N., Ohno, Y. 2016年9月 Abies sachalinensis planted forests are important habitats for
understory plants. The 15th International Conference on Ecology and Sivliculture of Fir, Sapporo

104 Ozaki, K., Yamaura, Y., Akashi, N., Unno, A., Tsushima, T., Nagasaka, Y., Nagasaka, A., Inari, N.,
Sayama, K., Sato, S. 2016年10月 Evaluating the effect of retention forestry in planted forests. IUFRO
ALL DIVISION 8 MEETING, Beijing, China

105 尾﨑研一、庄子 康、明石信廣、佐藤重穂、稲荷尚記 2017年3月 北海道におけるセンサーカメラを用いた山菜利

用者動態把握 第128回日本森林学会大会
106 雲野明、山浦悠一 2016年9月 保残伐施業（REFRESH)：第2セットまでの伐採前後における鳥類相の比較 日本

鳥学会2016年度大会
107 河村和洋、山浦悠一、雲野明 2017年3月 人工林主伐地での広葉樹の保残は鳥類の害虫捕食サービスにつながる

か？ ダミーイモムシ設置実験による検証の試み 第128回日本森林学会大会
108 山本航平、宮本敏澄、長坂晶子、長坂有、玉井裕、矢島崇 2016年11月 山地渓流の落葉分解に関与する水生不

完全菌の種構成に及ぼす硝酸態窒素濃度の影響 第65回北方森林学会
109 速水将人、長坂有、長坂晶子、伊藤冨子 2016年3月 天然林と人工林の小流域におけるトビケラ群集の特徴 第64

回日本生態学会大会

110 速水将人、長坂有、長坂晶子、伊藤冨子 2016年3月 北海道中央部のトドマツ人工林を主体とした小流域のトビケラ

群集 第128回日本森林学会大会
111 中川昌彦 2016年4月 トドマツ人工林に天然更新している稚樹は皆伐したら育つか？ 平成28年北海道森づくり研究

成果発表会（森林整備部門）

112 中川昌彦 2016年11月 広葉樹にカラマツが被圧されている天然更新地における中段刈りの効果－上川町における

一例－ 第65回北方森林学会大会
113 大野泰之・滝谷美香・石濱宣夫・竹内史郎 2016年11月 風倒被害を受けた高齢トドマツ人工林における前生樹の成

長と死亡 第65回 北方森林学会

114 大野泰之・滝谷美香・石濱宣夫・竹内史郎・八坂通泰 2017年3月 北海道中央部に造成されたカラマツ類人工林の7
年生までの生育状況 第128回 日本森林学会大会

115 渡辺一郎・対馬俊之 2016年11月 保残伐施業（REFRESH）におけるトドマツ人工林伐採功程への影響 第65回北
方森林学会大会

116 渡辺一郎・八坂通泰・対馬俊之・巻口公治・寺島幸弘・山田健・佐々木尚三 2017年3月 小型自走式草刈機の林

地導入への可能性 第128回日本森林学会
117 今 博計 2016年4月 クリーンラーチ採種園の整備推進の取り組み 平成28年度北海道森づくり研究成果発表会

（森林整備部門）

118 石塚 航、今 博計、来田和人、黒丸 亮、矢野慶介、田村 明 2016年4月 トドマツ優良種苗の開発－第二世代精

英樹候補木の選抜－ 平成28年度北海道森づくり研究成果発表会（森林整備部門）
119 来田和人、今 博計、石塚 航、黒丸 亮 2016年11月 北海道内4か所に造成したクリーンラーチ植栽試験地にお

ける5年生までの成長 第65回 北方森林学会

120 Ishizuka, W., Kon, H., Kita, K., Kuromaru M. 2016年9月 Evaluating the home-site advantage in Abies
sachalinensis in Hokkaido, based on the long-term provenance trials Abies 2016: The 15th International
Conference on Ecology and Silviculture of Fir
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121 石塚 航・田畑あずさ・小野清美・福田陽子・原 登志彦 2016年11月 グイマツ葉緑体の完全長ゲノム配列の解読と

構造変異の推定 森林遺伝育種学会第5回大会
122 石塚 航・田畑あずさ・小野清美・福田陽子・原 登志彦 2017年3月 地理的隔離する北方樹木グイマツ2系統の復

元―ゲノム情報を用いて 第64回 日本生態学会大会

123 上野真義・中村幸乃・小林正明・ 寺島 伸・石塚 航・内山憲太郎・津村義彦・矢野健太郎・後藤 晋 2016年11月
TodoFirGene: トドマツのトランスクリプトームデータベースの構築 森林遺伝育種学会第5回大会

124 後藤 晋・石塚 航・種子田春彦・河野優・鐘ケ江弘美・岩田洋佳・上野真義・内山憲太郎・久本洋子・津山幾太郎・

北村系子 2017年3月 トドマツの標高適応に関連する生理形質の連鎖解析 第128回 日本森林学会大会

125 来田和人・角田真一・今博計・石塚航・原真司・喜綿真一・黒丸亮 2017年3月 クリーンラーチの挿し木増殖方法の

改良（Ⅰ）─環境制御による挿し木台木の成長促進─ 第128回 日本森林学会大会

126 角田真一・来田和人・今博計・石塚航・原真司・喜綿真一・黒丸亮 2017年3月 クリーンラーチの挿し木増殖方法の

改良（Ⅱ）─環境制御による挿し木苗の効率的生産─ 第128回 日本森林学会大会

127 八坂通泰・大野泰之 2017年3月 天然林をとりまく現状と課題－資源の育成と有効利用に向けて－ 森づくりセミナ

ー

128 大野泰之・福地稔 2016年4月 単木に着目したカラマツ人工林の管理方法の提案 平成28年北海道森づくり研究
成果発表会

129 津田高明・渡辺一郎 2016年4月 経済性を指標とする林地団地化範囲の最適化プログラムを作成しました 平成28
年北海道森づくり研究成果発表会

130 蓮井聡・対馬俊之 2016年4月 北海道版森林作業道適正整備支援ソフトver1.0の開発 平成28年北海道森づくり
研究成果発表会

131 対馬俊之・渡辺一郎 2016年4月 保残伐施業におけるフォワーダ集材作業 平成28年北海道森づくり研究成果発
表会

林業経営の持続的な発展のための研究開発

132 M. Takiya, M. Yasaka, K. Umeki 2016年9月 An individual tree growth model for Todo fir ( Abies
sachalinensis (Fr. Schmidt) Masters ) in Hokkaido, northern Japan. Abies 2016 (The 15the international
conference on ecology and silviculture of Fir)

133 石濱宣夫、大野泰之、滝谷美香、竹内史郎、秋津裕志、大崎久司 2016年11月 胆振地方のカンバ類3種人工林
におけるピスフレックの発生実態（予報） 第65回北方森林学会大会

134 中田圭亮 2016年9月 エゾヤチネズミの胎盤跡からその出産日を推定できるか 日本哺乳類学会2016年度大会
135 明石信廣、雲野 明、南野一博 2017年3月 エゾシカが森林に及ぼす影響を把握する：簡易評価と詳細評価 第64

回日本生態学会大会

136 明石信廣 2017年3月 エゾシカによる人工林被害レベルの評価指標 第128回日本森林学会大会
137 南野一博 2016年9月 エゾシカの誘引餌における嗜好性と地域性 日本哺乳類学会2016年度大会
138 Tokuda, S., Onodera, K., Takiya, M., Yasaka, M., Ota, Y. 2016年9月 Incidence and factors influencing

root and butt rot in Todo fir stands in Hokkaido, Japan. The 15th International Conference on Ecology and
Sivliculture of Fir, Sapporo

139 太田祐子、徳田佐和子、小野寺賢介、服部 力 2017年3月 トドマツ人工林腐朽材から分離された腐朽菌相 第

128回日本森林学会大会
140 Onodera K, Tokuda S 2016年9月 Advantages of using Todo fir snags for deadwood management in

mixed Abies plantation-Larix plantation landscapes in Hokkaido, Japan The 15th International Conference
on Ecology and Sivliculture of Fir, Sapporo

141 小野寺賢介、德田佐和子 2017年3月 カラマツヤツバキクイムシをピネンで誘引できるのか？ 第128回日本森林学
会大会

142 津田高明・寺田文子・八坂通泰・菅野正人 2016年11月 道南地方のスギ人工林における林況と枝下高の関係性

第65回北方森林学会大会
143 津田高明・渡辺一郎 2017年3 −月 直送方式下における素材の用途別出荷距離と林業経営への影響 北海道での事

−例分析 第128回日本森林学会大会
144 佐藤弘和 2016年4月 集材路において締め固められた土壌の物理性は回復するか？ 平成28年北海道森づくり研

究成果発表会
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５ 林業相談・情報提供

経 造 森 機 緑 特 林 普 そ 相談方法
区 分 林 能 化 用 業 及 の 計 電 文 来 メ

営 林 保 保 樹 林 機 方 他 ー
護 全 産 械 法 話 書 訪 ル

総務部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

企画調整部 1 7 3 3 24 2 0 1 24 65 48 0 5 12

森林資源部 部 長 0 0 0 0 1 0 0 0 1 2 1 0 1 0

経営Ｇ 2 3 0 0 8 0 3 0 2 18 14 0 1 3

保護Ｇ 0 1 14 0 8 0 0 0 7 30 21 3 3 3

森林環境部 部 長 1 1 0 1 1 0 0 0 1 5 1 0 1 3

機能Ｇ 0 0 0 7 0 0 0 0 1 8 4 0 1 3

環境Ｇ 1 1 2 3 7 0 0 0 3 17 12 0 1 4

緑化樹センター 所 長 0 2 0 0 37 3 0 0 1 43 23 1 13 6

緑化Ｇ 0 0 0 0 13 0 0 0 9 22 11 0 6 5

道南支場 0 0 0 0 1 1 0 0 2 4 2 0 2 0

道東支場 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

道北支場 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0

合 計 6 15 19 14 100 6 3 1 51 215 137 4 35 39

６ 視察・来場者数

（上段：件数，下段：人数）

林業関係
区 分 官 公 庁 一 般 学 生 外 国 合 計

団 体

252 23 249 6 3 533

(9) (23) (6) (6) (3) (47)
本 場

1,092 312 1,108 169 31 2,712

(120) (312) (622) (169) (31) (1,254)

0 0 1,181 97 1 1,279
道 南 支 場

0 0 1,462 825 1 2,288

2 0 2 0 0 4
道 東 支 場

4 0 2 0 0 6

27 31 19 0 5 82
道 北 支 場

60 51 201 0 8 320

281 54 1,451 103 9 1,898
合 計

1,156 363 2,773 994 40 5,326

( )は，内数で緑の情報館来場者数
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７ 刊行物

（１）定期刊行物

光 珠 内 季 報 ＊Web版 179号 平成28年 5月 24頁 掲載記事 2編

180号 平成28年12月 15頁 掲載記事 3編

181号 平成29年 2月 10頁 掲載記事 2編

182号 平成29年 3月 14頁 掲載記事 3編

北海道林業試験場研究報告 54号 平成29年 3月 45頁 掲載論文 5編

北海道林業試験場年報 ＊Web版 平成28年 9月 平成27年度業務報告

グ リ ー ン ト ピ ッ ク ス 53号 平成28年10月 4頁

54号 平成29年 3月 4頁

（２）その他

パ ン フ レ ッ ト 『海岸防災林により津波の被害を軽減するには？』

８ 図 書 （平成2８年度受入分）

和文刊行物 667冊

欧文刊行物 113冊

和 洋 図 書 122冊

計 902冊

９ ホームページ

アドレス http://www.hro.or.jp/fri.html

代表メールアドレス forestry@hro.or.jp

更新回数 52回

主なコンテンツ

1．沿革・組織 9．パンフレット 18．森とみどりのQ&A

2．各部の紹介 10．主な研究成果 (設問数 321問）

3．展示施設 11．研究課題評価 19．森とみどりの図鑑

4．刊行物 12．試験研究課題一覧 20．緑化樹木カード図鑑

5．セミナー 13．共同研究 21．英語版

6．みどりの相談 14．受託研究 22．その他

7．技術支援制度のご案内 15．普及用CD-ROM （お知らせ、リンク等）

8．図書紹介 16．著作権等

17．イベントのご紹介
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１０　研究に関する主な報道状況

テーマ 掲載（放送）日 メディア

シラカバ花粉について 平成28年4月22日 朝日新聞　　地方版

平成28年4月 ＳＴＶ（テレビ）

平成29年3月 HTB（テレビ）

平成28年4月22日 HTB（ラジオ）

戦略「地域」、農協とタラノキを植栽 平成28年6月2日 北海道新聞　空知版

森づくり研究成果発表会開催内容 平成28年5月5日 民有林新聞

ツルコケモモ栽培技術研究 平成28年7月8日 北海道新聞　空知版

台風１０号、全道の倒木の８割が道南 平成28年9月17日 北海道新聞　道南版

野ねずみ予察調査と防除研修会 平成28年9月22日 民有林新聞

「カラマツ害虫被害対応マニュアル」 平成28年9月15日 民有林新聞

防災林を生かした津波被害の低減 平成28年10月8日 朝日新聞　　地方版

トドマツ人工林、根株腐朽被害 平成28年10月27日 民有林新聞

国産うるしの生産に挑戦する江差町のグループ
への術協力

平成28年12月19日 朝日新聞　　地方版

道東・森づくりセミナー紹介 平成29年2月1日 十勝毎日新聞

風倒害リスクを考慮した人工林管理 平成29年2月2日 北海道建設新聞

日本森林学会功績賞受賞紹介 平成29年3月11日 プレス空知

キクイムシの早期駆除 平成29年3月21日 十勝毎日新聞
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Ⅴ 物量の分析及び鑑定

１ 種子の鑑定

区 分 トドマツ カラマツ ス ギ グイマツ雑種Ｆ１ アカエゾマツ 合 計

件 数 10 11 2 1 4 28

２ 湿原植物増殖方法等試験

区 分 ヤチヤナギ 他 合 計

件 数 19 19

Ⅵ 特許・品種登録・実用新案

１ 特 許

登録番号 登録年月日 発明の名称 発 明 者

5531251 平成26年 5月 9日 振動を用いた樹木の 桜井直樹、小久保 亮

特性測定装置並びに

特性測定方法

２ 品種登録

登録番号 登録年月日 登録品種の名称 発 明 者

13277 平成17年 6月22日 コンサレッド 梶 勝次、佐藤孝夫、山口陽子、小久保 亮、

13278 平成17年 6月22日 ノーストピア 滝谷美香、八坂通泰

13279 平成17年 6月22日 北彩

13280 平成17年 6月22日 プリティーシャイン

15615 平成19年 8月 7日 国後陽紅 佐藤孝夫、脇田陽一

北海道立総合研究機構林業試験場年報　平成２８年度（２０１６年）

-70-



Ⅶ 総 務
１ 組織（平成29年3月31日現在）

主査(総務)

総務部長 総務課長(兼) 北村 正司

樫尾 真 樫尾 真 主査(調整)

松田 和乃

（企画Ｇ）

主査(研究企画)

酒井 明香

森林研究本部長 主査(研究予算)

兼林業試験場長 阿部 一仁

濱田 修弘 企画課長 主査(研究評価)

企画調整部長 加藤 幸浩 関 一人

真田 康弘 主査(連携推進)

錦織 正智

主査(研究支援)

塚野 雅彦

普及Ｇ主幹 主査(普及)

佐藤 洋 水島 政代

主査(経営)

渡辺 一郎

主査(育林)

経営Ｇ研究主幹 大野 泰之

来田 和人 主査(育林)

森林資源部長 滝谷 美香

八坂 通泰 主査(育種)

今 博計

研究主査

石濱 宣夫

主査(病虫)

保護Ｇ研究主幹 徳田佐和子

明石 信廣 主査(鳥獣)

雲野 明

機能Ｇ研究主幹 主査(流域保全)

長坂 晶子 長坂 有

森林環境部長

林業試験場長 副場長 佐藤 創 主査(防災林)

（本部長兼務） 原 秀穂 環境Ｇ研究主幹 真坂 一彦

佐藤 弘和 主査(森林保全)

阿部 友幸

道南支場長

鳥田 宏行

道東支場長 研究主査

佐藤 孝弘 中川 昌彦

道北支場長

対馬 俊之

主査(緑化技術)

棚橋 生子

緑化樹センター 主査(生産技術)

所長 緑化Ｇ研究主幹 新田 紀敏

清水 一 脇田 陽一 主査(緑化指導)

倉内 義晴

研究主査

小久保 亮
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２ 職員数（平成29年3月31日現在）

一 般 職 研 究 職 合 計 一 般 職 研 究 職 合 計

本部長・副場長 1 1 2 道 南 支 場 2 2
総 務 部 6 6 道 東 支 場 2 2
企画 調整 部 7 7 14 道 北 支 場 2 2
森林 資源 部 16 16 緑化樹センター 1 6 7
森林 環境 部 9 9 合 計 15 45 60

３ 人事異動（平成29年3月31日現在）
（１）転出者

４月１日付け

異 動 先 氏 名 異 動 前

石狩振興局森林室道民の森課長兼主幹兼主査 村端 孝二 企画調整部主幹

林産試験場企業支援部研究主幹 山田 健四 森林環境部研究主幹

北海道議会事務局政策調査課主査 工藤 功紀 企画調整部主査

林産試験場利用部主査 冝壽次盛生 企画調整部主査

胆振総合振興局森林室主査 上出 昌伸 緑化樹センター主査

本部連携推進部主査 菅野 正人 道南支場主査

９月１日付け

留萌振興局森林室主査 岩下 典敬 総務部総務課主査

（２）転入者及び場内異動者

４月１日付け

異 動 先 氏 名 異 動 前

総務部長兼総務課長 樫 尾 真 林産試験場総務部長兼総務課長

企画調整部企画課長 加藤 幸浩 林産試験場利用部研究主幹

企画調整部主幹 佐 藤 洋 渡島総合振興局森林室主幹

森林環境部研究主幹 長坂 晶子 森林環境部主査

総務部総務課主査 岩下 典敬 上川南部森林室管理課主査

企画調整部主査 阿部 一仁 空知総合振興局森林室管理課主査

企画調整部主査 錦織 正智 緑化樹センター主査

森林資源部主査 滝谷 美香 本部研究企画部主査

森林環境部主査 阿部 友幸 森林環境部研究主査

緑化樹センター主査 新田 紀敏 企画調整部企画課長

緑化樹センター主査 倉内 義晴 上川総合振興局林務課森林整備係長

総務部総務課主任　　　　　　　　　　　  川辺 啓司 後志総合振興局森林室管理課副主幹兼主査

道南支場研究主任 津田 高明 森林資源部研究主任

森林環境部研究職員 速水 将人 新規採用

９月１日付け

総務部総務課主査 松田 和乃 オホーツク東部森林室管理課主任

（３）退職者

３月３１日付け

氏 名 所 属 ・ 職 名

濱田 修弘 森林研究本部長兼林業試験場長

真田 康弘 企画調整部長
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４ 決 算（平成29年3月31日現在）
(円)

合 計 664,719,000
業 務 費 46,350,892
戦 略 研 究 費 1,927,851
重 点 研 究 費 22,741,421
職員研究奨励費 502,346
経 常 研 究 費 10,073,164
研究開発推進費 2,067,592
依 頼 試 験 費 1,148,330
技術普及指導費 2,207,208
外部資金等確保対策費 4,340
研究用備品整備費 5,138,640
維持管理経費(研究) 540,000

一 般 管 理 費 124,898,765
維 持 費 81,722,687
運 営 費 43,176,078

受 託 研 究 等 経 費 20,445,523
共 同 研 究 費 1,160,000
国庫受託研究費 699,729
道 受 託 研 究 費 382,865
その他受託研究費 18,202,929

施設整備費 22,075,200
施設整備費 22,075,200

科学技術研究費 7,065,454
科学技術研究費 7,065,454

人 件 費 443,883,166

５ 施設等（平成29年3月31日現在）

本場 構内敷地 167,091㎡ 支場 道南支場圃場 103,982㎡
実験苗畑 12,480㎡ 道東支場圃場 121,197㎡

内訳 試 験 林 109,943㎡ 道北支場圃場 96,363㎡
そ の 他 44,668㎡

実験林 917,223㎡
三笠遺伝資源集植地 80,231㎡

主な建物

建 物 名 面積(㎡) 建 物 名 面積(㎡)

本 場 庁 舎 847.37 道南支場 事 務 所 194.32
（延） 1,579.16 車 庫 58.32

実験・研修棟 1,296.00 作 業 所 88.68
（延） 2,674.31 休 憩 所 66.24

緑 の 情 報 館 349.45 道東支場 事 務 所 188.13
研 修 宿 舎 675.09 車 庫 50.00

（延） 1,176.08 温 室 50.75
温 室 148.23 倉庫兼休憩所 99.15
林業機械等整備 414.00 作 業 所 100.37
・格納庫（延） 751.50 展 示 室 53.46
車 庫 80.70 道北支場 事 務 所 150.96

（参考） 種 子 貯 蔵 庫 208.05 休憩所兼作業所 66.24
（北海道所管） 機械庫兼倉庫 74.52

車 庫 76.13
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６ 試験場のうごき

月 日 行事・来訪者

4.21 平成２８年北海道森づくり研究成果発表

会（札幌市）

27 平成2８年度業務推進会議

28 平成2８年度第１回刊行物編集委員会

5. 9 英国王立園芸協会・キール大学ほか一行

～10 ６名来場

6. 23 美唄市立南美唄中学校 １７名来場

30 まろん農業塾 ７名来場

7. 6 八雲町森林・林業・林産業活性化議員連

盟 ９名来場

12 三笠市教育振興会理科部会員 ３名来場

23 夏休みグリーンフェスティバル201６

（美唄市）

8. 8 支場公開講座（函館市）

20 緑化樹講座＆岩見沢市市民園芸講座（岩

見沢市）

26 平成2９年度新規研究課題事前検討会

（林業部門）

9. 1 北海道水産林務部林業木材課 ２名来場

2 美唄市立中央小学校 ３９名来場

10. 2 支場公開講座（中川町）

4 深川市議会森林・林業活性化推進議員連

盟 ２５名来場

6 平成２８年度JICA課題別研修「認証制

度やブランド化を通じた森林資源の総合

利用による地域振興」コース ９名来場

7 平成２８年度JICA課題別研修「地域住

民の参加による持続的森林管理」コース

１６名来場

14 美唄市保健センター ９名来場

15 緑化樹講座（美唄市）

27 旭川市山つくり愛好会 ７名来場

28 緑化樹情報連絡会議（札幌市）

31 旭川農業高等学校 ４５名来場

11. 1 留萌地区指導林家連絡協議会 ７名来場

9 平成2８年度第１回研究普及会議

18 北見市林業グループ 13名来場

25 学校法人聖公会北海道学園岩見沢聖十字

幼稚園 ４０名来場

12.10 緑化樹講座＆岩見沢市市民園芸講座（岩

見沢市）

1.23 平成2８年度第２回研究普及会議

31 道東・森づくりセミナー（帯広市）

2.21 平成2８年度研究課題中間・事後検討会

（林業部門）

22 平成2８年度研究課題成果報告会（林業

部門）

3. 2 森づくりセミナー（札幌市）

7 平成2８年度第２回刊行物編集委員会

9 浦幌町林産振興会 ３名来場

10 平成2８年度研究課題中間・事後評価会

議（林業部門）

16 北海道森林管理局 ３名来場
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この年報に記載された記事、図表および写真は、

引用等の著作権法上認められた行為を除き、

林業試験場の許可なく引用、転載及び複製はできません。

平成28年度（2016年）

北 海 道 立 総 合 研 究 機 構

林 業 試 験 場 年 報
（Web版）

発行年月 平成29年9月
編 集 林業試験場刊行物編集委員会

発 行 地方独立行政法人北海道立総合研究機構

森林研究本部 林業試験場

〒079-0198
北海道美唄市光珠内町東山

TEL (0126) 63-4164 FAX (0126) 63-4166
ホームページ

http://www.hro.or.jp/fri.html
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